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原子力発第１６２８７号 

                                       平成２８年１２月２６日 

 

 原子力規制委員会 殿 

 

 

住 所       高松市丸の内２番５号  

申 請 者 名       四国電力株式会社 

代表者氏名   取締役社長 佐 伯 勇 人 

 

伊方発電所１号炉の廃止措置計画認可申請書 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第 43 条の３の 

33 第２項の規定に基づき，下記のとおり伊方発電所１号炉の廃止措置計画

認可の申請をいたします。 

 

記 

 

一 氏名又は名称及び住所並びに代表者の氏名 

名 称            四国電力株式会社 

住 所            高松市丸の内２番５号  

代表者の氏名      取締役社長 社長執行役員  宮本 喜弘 

 

二 工場又は事業所の名称及び所在地 

名 称            伊方発電所 

所 在 地            愛媛県西宇和郡伊方町 

 

三 発電用原子炉の名称 

名 称            伊方発電所 １号原子炉 
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四 廃止措置対象施設及びその敷地 

1. 廃止措置対象施設の範囲及びその敷地 

(1) 廃止措置対象施設 

廃止措置対象施設の範囲は，原子炉設置許可又は原子炉設置変更

許可を受けた１号炉の発電用原子炉及びその附属施設である。 

なお，２号又は３号炉との共用施設については，２号又は３号炉

の発電用原子炉施設としての施設管理を実施する。また，２号又は

３号炉との共用施設は，１号炉の廃止措置終了後も２号又は３号炉

の発電用原子炉施設として引き続き供用する。 

原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯を第4.1表に，廃止

措置対象施設を第4.2表に示す。 

(2) 廃止措置対象施設の敷地 

伊方発電所の敷地は，愛媛県西宇和郡伊方町の伊予灘に面した佐

田岬半島の付け根に位置する。敷地の地形は，おおむね半円形状で

標高200ｍ前後の山に囲まれた起伏の多い丘陵地であり，敷地面積は

約86万ｍ２である。敷地内には原子炉設置許可又は原子炉設置変更許

可を受けた１号，２号及び３号炉の発電用原子炉並びにその附属施

設が設置されており，３号炉は発電用原子炉として現在も使用中で

ある。 

伊方発電所の敷地付近地図を第4.1図に示す。 

 

2. 廃止措置対象施設の状況 

(1) 廃止措置対象施設の概要 

１号炉は，軽水減速，軽水冷却加圧水型原子炉であり，熱出力は

約1,650MW，電気出力は約566MWである。 
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(2) 廃止措置対象施設の運転履歴 

１号炉は，昭和47年11月29日に原子炉設置許可を受け，昭和52年

１月29日に初臨界に到達した。第28回定期検査を実施するため平成

23年９月４日に原子炉を停止するまで，約35年間の運転実績を有し

ている。 

炉心に装荷されていた燃料は，平成25年２月10日に炉心からの取

出しを完了した。 

(3) 廃止措置対象施設の状況 

a. 核燃料物質の状況  

１号炉の使用済燃料は，１号炉原子炉補助建家内及び３号炉燃

料取扱棟内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵中である。新燃料は，１

号炉原子炉補助建家内の新燃料貯蔵設備及び使用済燃料貯蔵設備

に貯蔵中である。 

b. 放射性廃棄物の状況 

放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物は，原子炉設置許可申

請書及び原子炉設置変更許可申請書（以下「原子炉設置許可申請

書」という。）に記載した方法に従って処理を行い，管理放出して

いる。 

放射性固体廃棄物は，原子炉設置許可申請書に記載した方法に

従って，廃棄物の種類に応じた処理を行い，廃棄施設等に貯蔵又

は保管している。 

c. 廃止措置対象施設の汚染状況  

１号炉は，平成23年に原子炉を停止するまでの約35年間の運転

により，設備及び建家の一部が放射性物質によって汚染されてい

る。原子炉容器及び原子炉容器周囲のコンクリート壁を含む領域
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（以下「原子炉領域」という。）には，原子炉からの中性子による

放射化により，放射能レベルが比較的高い汚染がある。 

これらの汚染された区域はすべて管理区域に設定し，管理して

いる。 

廃止措置対象施設の管理区域全体図を第4.2図，主な廃止措置対

象施設の推定汚染分布を第4.3図に示す。 
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第4.1表 原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯（１／５） 

許可年月日 許可番号 備 考 

昭和47年11月29日 47原第10921号 １号炉新設 

 

昭和48年 5月26日 48原第5305号 １号原子炉施設の変更 

海水淡水化装置の設置 

昭和50年 4月25日 50原第2101号 １号原子炉施設の変更 

安全保護回路の変更 

昭和50年12月17日 50原第9167号 １号原子炉施設の変更 

使用済燃料貯蔵ラックの増設 

昭和51年12月 9日 51安(原規)第166

号 

１号原子炉施設の変更 

初装荷炉心におけるバーナブルポ

イズンの使用に係る変更 

昭和52年 3月30日 52安(原規)第100

号 

２号炉増設 

昭和52年 8月15日 52安(原規)第182

号 

１号原子炉施設の変更 

取替燃料濃縮度の変更 

取替炉心におけるバーナブルポイ

ズンの使用に係る変更 

昭和53年 8月15日 53安(原規)第206

号 

１号原子炉施設の変更 

Ｂ型燃料の使用に係る変更 

昭和54年 7月21日 54資庁第1833号 １号及び２号原子炉施設の変更 

１号炉の新燃料貯蔵設備の増設 

２号炉の出力分布調整用制御棒ク

ラスタ駆動装置の変更 

昭和54年 7月28日 54資庁第10264号 １号原子炉施設の変更 

安全保護回路の変更 

昭和54年11月24日 54資庁第11330号 ２号原子炉施設の変更 

新燃料貯蔵設備の増設 

安全保護回路の変更 

昭和56年 4月 3日 55資庁第13416号 １号及び２号原子炉施設の変更 

発電所敷地の拡大 

雑固体焼却設備の新設 

固体廃棄物貯蔵庫の増設 

昭和56年11月11日 56資庁第10698号 １号及び２号原子炉施設の変更 

燃料取替体数及び取替燃料濃縮度

の変更 
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第4.1表 原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯（２／５） 

許可年月日 許可番号 備 考 

昭和58年10月27日 58資庁第11625号 １号及び２号原子炉施設の変更 

新燃料貯蔵設備の増設 

２号炉Ｂ型燃料の使用に係る変更 

昭和61年 5月26日 59資庁第7577号 ３号炉増設 

平成元年11月28日 63資庁第13053号 ３号原子炉施設の変更 

蒸気発生器の水室鏡の変更 

主蒸気安全弁の個数及び容量の変

更 

ほう酸注入タンクの削除 

ドラム詰装置の変更 

平成 3年 7月23日 2資庁第9590号 １号，２号及び３号原子炉施設の変

更 

燃料集合体最高燃焼度の変更 

取替燃料の一部にガドリニア入り

燃料を使用 

ベイラの１，２，３号炉共用化 

使用済燃料の国内再処理委託先の

変更 

平成 8年 7月10日 7資庁第14393号 １号，２号及び３号原子炉施設の変

更 

３号炉核燃料物質取扱設備の一部

及び使用済燃料貯蔵設備の１，

２，３号炉共用化 

１号炉蒸気発生器の取替え 

１，２号炉出力分布調整用制御棒

クラスタの撤去 

１，２号炉Ｂ型バーナブルポイズ

ンの採用 

１，２号炉液体廃棄物の廃棄設備

の一部共用化 

１号炉蒸気発生器保管庫の設置 

３号炉使用済樹脂貯蔵タンクの

１，２，３号炉共用化 
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第4.1表 原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯（３／５） 

許可年月日 許可番号 備 考 

平成11年 1月26日 平成10･05･07資

第6号 

１号，２号及び３号原子炉施設の変

更 

３号炉使用済燃料貯蔵設備の貯蔵

能力の変更 

１号炉出力分布調整用制御棒クラ

スタ駆動装置の撤去 

１号炉蒸気発生器保管庫の保管対

象物の変更 

平成12年 5月30日 平成11･08･17資

第1号 

１号及び２号原子炉施設の変更並び

に１号，２号及び３号使用済燃料の

処分の方法の変更 

２号炉出力分布調整用制御棒クラ

スタ駆動装置の撤去 

２号炉蒸気発生器の取替え 

１号炉蒸気発生器保管庫の１，２

号炉共用化 

使用済燃料の再処理委託先確認方

法の一部変更 

平成15年 8月13日 平成14･04･03原

第27号 

１号，２号及び３号原子炉施設の変

更 

燃料集合体最高燃焼度の変更 

１，２号炉制御棒クラスタの増設

及び炉内構造物取替え 

蒸気発生器保管庫の保管対象物の

変更 
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第4.1表 原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯（４／５） 

許可年月日 許可番号 備 考 

平成18年 3月28日 平成16･11･01原

第10号 

１号，２号及び３号原子炉施設の変

更 

３号炉取替燃料の一部ウラン・プ

ルトニウム混合酸化物燃料の装荷 

１，２号炉安全保護回路の信号の

変更 

１，２号炉蓄電池負荷の変更 

１，２，３号炉放射性廃棄物廃棄

施設の一部の１，２号炉共用化又

は１，２，３号炉共用化並びに

１，２号炉放射性廃棄物廃棄施設

の一部の廃止 

平成19年 4月16日 平成18･10･20原

第1号 

１号，２号及び３号原子炉施設の変

更 

不燃性雑固体廃棄物の固形化処理

の採用 

平成22年 5月19日 平成21･10･20原

第30号 

１号，２号及び３号原子炉施設の変

更 

１，２号炉蒸気発生器保管庫の

１，２，３号炉共用化並びに蒸気

発生器保管庫の保管対象物の変更 

平成27年 7月15日 原規規発 

第1507151号 

３号原子炉施設の変更 

核原料物質、核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律の改正に伴

う重大事故等対処に必要な施設及

び体制の整備等 

平成28年11月 2日 原規規発 

第16110238号 

１号，２号及び３号使用済燃料の処

分の方法の変更 

原子力発電における使用済燃料の

再処理等の実施に関する法律の公

布に伴う変更 
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第4.1表 原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯（５／５） 

許可年月日 許可番号 備 考 

平成29年10月 4日 原規規発 

第1710043号 

３号原子炉施設の変更 

核原料物質、核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律の改正に伴

う特定重大事故等対処施設の設置 

非常用ガスタービン発電機の設置 

平成30年 6月27日 原規規発 

第1806272号 

３号原子炉施設の変更 

核原料物質、核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律の改正に伴

う所内常設直流電源設備（３系統

目）の設置 

平成30年12月12日 原規規発 

第1812123号 

３号原子炉施設の変更 

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に

関する規則の改正に伴う地震時の

燃料被覆管の閉じ込め機能の維持

に係る設計方針の追加 

平成31年 1月16日 原規規発 

第1901165号 

３号原子炉施設の変更 

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に

関する規則の改正に伴う「柏崎刈

羽原子力発電所６号炉及び７号炉

の新規制基準適合性審査を通じて

得られた技術的知見の反映」及び

「内部溢水による管理区域外への

漏えいの防止」に係る事項の追加 

令和 2年 1月29日 原規規発 

第2001295号 

３号原子炉施設の変更 

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に

関する規則の改正に伴う有毒ガス

の発生に対する防護方針の追加 

令和 2年 9月16日 原規規発 

第2009168号 

３号原子炉施設の変更 

使用済燃料乾式貯蔵施設の設置 
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第4.2表 廃止措置対象施設（１／２） 

施設区分 設備等の区分 設備（建家）名称※１ 

発電用原子

炉施設の一

般構造 

その他の主要な構

造 
原子炉補助建家 

原子炉本体 

炉心 炉心支持構造物 

燃料体 燃料集合体 

原子炉容器 原子炉容器 

放射線遮蔽体 

原子炉容器周囲のコンクリート壁 

原子炉格納容器外周のコンクリート

壁 

核燃料物質

の取扱施設

及び貯蔵施

設 

核燃料物質取扱設

備 

燃料取替装置※３ 

燃料移送装置※３ 

除染装置※３ 

使用済燃料輸送容器※２ 

核燃料物質貯蔵設

備 

新燃料貯蔵設備 

使用済燃料貯蔵設備※３ 

使用済燃料乾式貯蔵施設※
 
４ 

原子炉冷却

系統施設 

１次冷却設備 

蒸気発生器 

１次冷却材ポンプ 

１次冷却材管 

加圧器 

２次冷却設備 タービン 

非常用冷却設備 

高圧注入系 

低圧注入系 

蓄圧注入系 

その他の主要な事

項 

化学・体積制御設備 

余熱除去設備 

タービンバイパス設備 

主蒸気安全弁及び大気放出弁 

計測制御系

統施設 

計装 
核計装 

その他の主要な計装 

安全保護回路 
原子炉停止回路 

その他の主要な安全保護回路 

制御設備 
制御材 

制御材駆動設備 

その他の主要な事

項 

１次冷却材温度制御設備 

加圧器制御設備 

※１：記載されている設備が設置されている建家（タービン建家，焼却

炉建家，雑固体処理建屋，屋内開閉所）を含む。 

※２：２号炉のみとの共用施設（一部共用を含む）。 

※３：当該施設のうち一部が２号及び３号炉との共用施設。 

※４：当該施設のうち全てが２号及び３号炉との共用施設。  
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第4.2表 廃止措置対象施設（２／２） 

施設区分 設備等の区分 設備（建家）名称※１ 

放射性廃棄

物の廃棄施

設 

気体廃棄物の廃棄

設備 

ガス圧縮装置※２ 

ガス減衰タンク※２ 

補助建家排気筒 

液体廃棄物の廃棄

設備 

ほう酸回収系※２ 

廃液処理系※２ 

洗浄排水処理系※２※３ 

放水口※２ 

固体廃棄物の廃棄

設備 

ドラム詰装置※２※３ 

ベイラ※２※３ 

雑固体焼却設備※４ 

使用済樹脂貯蔵タンク※２※３ 

固体廃棄物貯蔵庫※４ 

蒸気発生器保管庫※４ 

放射線管理

施設 

屋内管理用の主要

な設備 

放射線監視設備※２※３ 

放射線管理設備※２※３ 

屋外管理用の主要

な設備 

排気モニタ※３ 

排水モニタ※２ 

気象観測設備※４ 

敷地内外の固定モニタ※４ 

放射能観測車※４ 

環境試料の放射線測定装置※４ 

原子炉格納

施設 

構造 原子炉格納容器 

その他の主要な事

項 

原子炉格納容器空気再循環設備 

原子炉格納容器換気設備 

アニュラス空気再循環設備 

原子炉格納容器スプレイ設備 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源設備 

受電系統※２※３ 

ディーゼル発電機 

蓄電池 

その他の主要な事

項 
海水淡水化装置※２ 

※１：記載されている設備が設置されている建家（タービン建家，焼却

炉建家，雑固体処理建屋，屋内開閉所）を含む。 

※２：２号炉のみとの共用施設（一部共用を含む）。 

※３：当該施設のうち一部が２号及び３号炉との共用施設。 

※４：当該施設のうち全てが２号及び３号炉との共用施設。 
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第 4.3 図 主な廃止措置対象施設の推定汚染分布 
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五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法 

1. 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設 

解体の対象となる施設（以下「解体対象施設」という。）は，第4.2

表に示す廃止措置対象施設のうち，２号又は３号炉との共用施設並び

に放射性物質による汚染のないことが確認された地下建家，地下構造

物及び建家基礎を除くすべてである。 

解体対象施設を第5.1表に，解体対象施設の配置図を第5.1図に示す。 

 

2. 廃止措置の基本方針 

廃止措置は，安全確保を最優先に，次の基本方針の下に，「核原料物質、

核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（以下「原子炉等規制法」とい

う。），「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令」

（以下「原子炉等規制法施行令」という。），「実用発電用原子炉の設置、

運転等に関する規則」（以下「実用炉規則」という。）等の関係法令及び

「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づ

く線量限度等を定める告示」（以下「線量限度等を定める告示」という。）

等の関係告示を遵守する。 

また，「原子炉施設の解体に係る安全確保の基本的考え方」を参考とする。 

(1) 周辺公衆及び放射線業務従事者に対し，「線量限度等を定める告示」に

基づき定められている線量限度を遵守するとともに，合理的に達成できる

限り放射線被ばくを低くするよう，効率的な汚染の除去，遠隔装置の活用，

汚染拡大防止措置等を講じた解体撤去手順及び工法を策定する。また，放

射能レベルの比較的高い原子炉領域設備については時間的減衰を図るため

の貯蔵（以下「安全貯蔵」という。）を実施する。 

(2) 燃料は既に炉心からの取り出しを完了しており，１号炉に燃料を貯蔵し
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ている間は，炉心への再装荷を不可とする措置を講じる。核燃料物質貯蔵

設備に貯蔵している燃料は，核燃料物質取扱設備及び核燃料物質貯蔵設備

の解体に着手するまでに解体対象施設外へ搬出する。搬出するまでの期間

は，引き続き核燃料物質貯蔵設備に貯蔵する。 

(3) 廃止措置に伴って発生する廃棄物のうち，放射性気体廃棄物及び放射性

液体廃棄物は，関係法令及び関係告示に基づいて適切に処理を行い管理放

出するとともに，周辺監視区域境界及び周辺地域の放射線監視を行う。 

また，放射性固体廃棄物は，関係法令及び関係告示に基づき，廃棄物の

種類に応じた処理を行い，廃止措置が終了するまでに廃棄事業者の廃棄施

設に廃棄する。 

放射性廃棄物の処理に当たっては，区分管理，減容処理，放射性物質に

よる汚染の除去等により，放射性廃棄物の発生量を合理的に達成できる限

り低減する。 

(4) 放射性物質を内包する系統及び設備を収納する建家及び構造物は，これ

らの系統及び設備が撤去されるまでの間，放射性物質の外部への漏えいを

防止するための障壁及び放射線遮蔽体としての機能を維持管理する。核燃

料物質貯蔵設備は，燃料を貯蔵している間，臨界防止，冷却等の必要な機

能を維持管理する。放射性廃棄物の廃棄施設は，対象とする放射性廃棄物

の処理が完了するまでの間，処理機能を維持管理する。その他，これらの

機能の確保に関連する放射線管理施設，換気設備，電源設備等の必要とな

る機能を維持管理する。 

なお，使用済燃料を使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している間において，使

用済燃料貯蔵設備から冷却水が大量に漏えいする事象を考慮しても，燃料

被覆管温度の上昇による燃料の健全性に影響はなく，また臨界にならない

と評価していることから，使用済燃料の著しい損傷の進行を緩和し，臨界
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を防止するための重大事故等対処設備は不要である。 

(5) 廃止措置期間中の保安活動及び品質マネジメントシステムに必要な事項

は，伊方発電所原子炉施設保安規定（以下「保安規定」という。）に定め

て実施する。 

(6) ３号炉の運転に必要な施設（可搬型重大事故等対処設備の保管場所及び

アクセスルートを含む。）の機能に影響を及ぼさないよう工事を実施する。

また，３号炉を運転する上で廃止措置計画へ反映する内容が明確になった

場合は，廃止措置計画に反映し変更の認可を受ける。 

(7) 解体撤去工事の実施に当たっては，隣接する２号炉への影響を防止する

ために，対象の機器・配管等の解体撤去が２号炉の廃止措置に必要な機能

に影響を与えないことを確認した上で，工事を実施する。 

(8) 廃止措置対象施設のうち１号炉原子炉補助建家内に設置している２号炉の

みとの共用設備については，２号炉の廃止措置に必要な機能に影響を与え

ない措置を講じた上で，建家等解体撤去期間開始までに共用を取止め，１

号炉原子炉補助建家内に解体対象施設以外は残存しないようにする。 

(9) 労働災害防止対策として，高所作業対策，石綿等有害物対策，感電防止

対策，粉じん障害対策，酸欠防止対策，騒音防止対策等を講じる。 

 

3. 廃止措置の実施区分 

廃止措置は，廃止措置期間全体を４段階（解体工事準備期間，原子

炉領域周辺設備解体撤去期間，原子炉領域設備等解体撤去期間，建家

等解体撤去期間）に区分し，安全性を確保しつつ次の段階へ進むため

の準備をしながら確実に進める。 

廃止措置の主な手順を第5.2図に示す。 

今回の申請では，解体工事準備期間に行う具体的事項について記載
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する。原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降に行う具体的事項につい

ては，解体工事準備期間に実施する汚染状況の調査結果や管理区域外

の設備の解体撤去経験等を踏まえ，解体撤去の手順及び工法，放射性

物質の処理及び管理方法等について検討を進め，原子炉領域周辺設備

解体撤去期間に入るまでに廃止措置計画に反映し変更の認可を受ける。 

 

4. 解体の方法 

(1) 解体工事準備期間 

解体工事準備期間では，安全確保のための機能に影響を与えない

範囲内で，供用を終了した施設のうち，管理区域外に設置している

汚染のない設備の解体撤去に着手するとともに，核燃料物質の１号

炉核燃料物質貯蔵設備外への搬出，汚染状況の調査，核燃料物質に

よる汚染の除去及び放射性廃棄物の処理処分を実施する。廃止措置

の実施に際しては，管理区域外設備の解体撤去，管理区域内設備の

試料採取等を実施する場合においても，安全上必要な機能に影響を

与えないことを確認した上で実施する。 

また，放射能レベルの比較的高い原子炉領域設備については時間

的減衰を図るため安全貯蔵を実施する。 

解体工事準備期間に実施する工事等に係る着手要件及び完了要件

を第5.2表に，解体工事準備期間における汚染の除去方法を第9.1表

に示す。 

(2) 原子炉領域周辺設備解体撤去期間 

原子炉領域周辺設備解体撤去期間では，汚染状況の調査後に安全

確保のための機能に影響を与えない範囲内で，供用を終了した施設

のうち，原子炉領域設備以外の管理区域内設備の解体撤去に着手す
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る。解体撤去は，熱的切断又は機械的切断により行う。具体的な工

法は，解体する設備の構造及び汚染状況，解体に使用する工具の使

用条件，解体に伴い発生する粉じんの影響等を考慮し選定する。ま

た，解体工事準備期間に引き続き，放射能レベルの比較的高い原子

炉領域設備の安全貯蔵，管理区域外の設備の解体撤去，核燃料物質

による汚染の除去及び放射性廃棄物の処理処分を実施する。 

(3) 原子炉領域設備等解体撤去期間 

原子炉領域設備等解体撤去期間では，汚染状況の調査及び安全貯

蔵終了後，放射能レベルの比較的高い原子炉領域設備の解体撤去を

実施する。解体撤去は，熱的切断又は機械的切断により行う。具体

的な工法は，解体する機器の構造及び汚染状況，解体に使用する工

具の使用条件，解体に伴い発生する粉じんの影響等を考慮し選定す

る。特に放射能レベルの比較的高い原子炉領域設備の解体において

は，水中での切断，遠隔操作による切断等，被ばく低減を考慮した

工法を採用する。また，原子炉領域設備等解体撤去期間以前に着手

した設備の解体撤去，核燃料物質による汚染の除去及び放射性廃棄

物の処理処分を引き続き実施する。 

(4) 建家等解体撤去期間 

建家等解体撤去期間では，管理区域外の設備の解体撤去，核燃料

物質による汚染の除去及び放射性廃棄物の処理処分を引き続き行う

とともに，原子炉領域周辺設備の解体撤去及び原子炉領域設備の解

体撤去完了後，建家内に汚染がないことを確認した上で管理区域を

順次解除し，建家等を解体撤去する。建家の解体は圧砕機，ブレー

カ等を用いて行う。 

解体対象施設の解体撤去，核燃料物質の譲渡し，核燃料物質によ
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る汚染の除去及び放射性廃棄物の処理処分が終了した後，廃止措置

を終了する。  
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第5.1表 解体対象施設（１／２） 

施設区分 設備等の区分 設備（建家）名称※１ 

発電用原子

炉施設の一

般構造 

その他の主要な構

造 
原子炉補助建家※２ 

原子炉本体 

炉心 炉心支持構造物 

燃料体 燃料集合体※３ 

原子炉容器 原子炉容器 

放射線遮蔽体 

原子炉容器周囲のコンクリート壁 

原子炉格納容器外周のコンクリート

壁※２ 

核燃料物質

の取扱施設

及び貯蔵施

設 

核燃料物質取扱設

備 

燃料取替装置※４ 

燃料移送装置※４ 

除染装置※４ 

核燃料物質貯蔵設

備 

新燃料貯蔵設備 

使用済燃料貯蔵設備※４ 

原子炉冷却

系統施設 

１次冷却設備 

蒸気発生器 

１次冷却材ポンプ 

１次冷却材管 

加圧器 

２次冷却設備 タービン 

非常用冷却設備 

高圧注入系 

低圧注入系 

蓄圧注入系 

その他の主要な事

項 

化学・体積制御設備 

余熱除去設備 

タービンバイパス設備 

主蒸気安全弁及び大気放出弁 

※１：記載されている設備が設置されている建家（タービン建家)を含む。 

※２：放射性物質による汚染のないことが確認された地下建家，地下構

造物及び建家基礎は本表から除く。 

※３：燃料集合体は，再処理事業者又は加工事業者へ譲り渡す。 

※４：２号又は３号炉との共用施設は解体対象施設から除くものとし，

２号炉のみとの共用施設の解体は２号炉の廃止措置計画にて行う。 
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第5.1表 解体対象施設（２／２） 

施設区分 設備等の区分 設備（建家）名称※１ 

計測制御系

統施設 

計装 
核計装 

その他の主要な計装 

安全保護回路 
原子炉停止回路 

その他の主要な安全保護回路 

制御設備 
制御材 

制御材駆動設備 

その他の主要な事

項 

１次冷却材温度制御設備 

加圧器制御設備 

放射性廃棄

物の廃棄施

設 

気体廃棄物の廃棄

設備 
補助建家排気筒 

液体廃棄物の廃棄

設備 

ほう酸回収系※４ 

廃液処理系※４ 

放射線管理

施設 

屋内管理用の主要

な設備 
放射線監視設備※４ 

屋外管理用の主要

な設備 

排気モニタ※４ 

排水モニタ※４ 

原子炉格納

施設 

構造 原子炉格納容器※２ 

その他の主要な事

項 

原子炉格納容器空気再循環設備 

原子炉格納容器換気設備 

アニュラス空気再循環設備 

原子炉格納容器スプレイ設備 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源設備 

ディーゼル発電機 

蓄電池 

※１：記載されている設備が設置されている建家（タービン建家)を含む。 

※２：放射性物質による汚染のないことが確認された地下建家，地下構

造物及び建家基礎は本表から除く。 

※３：燃料集合体は，再処理事業者又は加工事業者へ譲り渡す。 

※４：２号又は３号炉との共用施設は解体対象施設から除くものとし，

２号炉のみとの共用施設の解体は２号炉の廃止措置計画にて行う。 
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第5.2表 解体工事準備期間に実施する工事等に係る着手要件及び完了要件 

 

 

手順上の

名称 
場 所 主要設備名称 着手要件 概 要 安全確保対策 完了要件 

汚染状況

の調査 

原子炉格納

容器内及び

原子炉補助

建家内 

管理区域内の解

体の対象となる

設備・建家 

廃止措置段

階にあるこ

と。 

・残存する放射化されたものに

関して，生成核種の同定及び

放射能濃度分布を評価するた

め，解体対象施設から試料を

採取する。 

・二次的な汚染に関して，機器

及び配管外部からγ線の測定

を行う。 

・試料採取時には汚染

拡大防止対策を講じ

る。 

・試料採取及び測定場

所の状況に応じて遠

隔操作装置の導入及

び防護具の着用等の

被ばく低減対策を講

じる。 

管理区域内

の解体対象

施設の解体

撤去に必要

な情報を得

ること。 

管理区域

外設備の

解体撤去 

管理区域外 管理区域外の解

体の対象となる

設備・建家 

対象施設が

供用を終了

しているこ

と。 

・管理区域外の設備を解体撤去

する。 

・工具等を用いた分解・取り外

し，熱的切断又は機械的切断

の工法により，気中での切

断・破砕を行う。 

・必要に応じて局所排

風機の設置，粉じん

等の拡散防止措置を

講じる。 

・火気使用作業前に

は，周辺に可燃物が

ないことを確認し，

不燃シート等を用い

て養生する。 

管理区域外

の解体対象

施設を全て

撤去するこ

と。（原子

炉領域周辺

設備解体撤

去期間以

降） 
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第 5.1 図 解体対象施設の配置図 
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※１：２号又は３号炉との共用施設並びに
　　　放射性物質による汚染のないことが
    　確認された地下建家，地下構造物及
    　び建家基礎を除くすべて。
※２：２号炉のみとの共用。
※３：２号及び３号炉との共用。
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解体工事準備期間 
原子炉領域周辺設備 

解体撤去期間 
原子炉領域設備等 
解体撤去期間 

建家等解体撤去期間 

    

 

 

核燃料物質の搬出 

核燃料物質による汚染の除去 

放射性廃棄物（運転中に発生した放射性廃棄物及び廃止措置期間中に発生する放射性廃棄物）の処理処分 

建家等解体撤去 

原子炉領域設備の解体撤去 

管理区域内設備（原子炉領域以外）の解体撤去 

汚染状況の調査 

安全貯蔵 

管理区域外設備の解体撤去 

第 5.2 図 廃止措置の主な手順 
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六 性能維持施設 

1. 性能維持施設 

廃止措置を安全に進める上で，放射性物質を内包する系統及び設備

を収納する建家及び構造物，核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設，放

射性廃棄物の廃棄施設，放射線管理施設，換気設備，非常用電源設備，

原子炉補機冷却海水設備，消火設備等の施設を廃止措置の進捗に応じ

て維持管理していく。２号炉のみとの共用施設については，２号炉の

性能維持施設として維持管理し，２号及び３号炉との共用施設につい

ては，３号炉の発電用原子炉施設として維持管理するため，性能維持

施設から除く。 

性能維持施設に係る必要な機能及び性能並びに維持期間についての

基本的な考え方を以下に示す。 

(1) 放射性物質を内包する系統及び設備を収納する建家及び構造物に

ついては，これらの系統及び設備が撤去されるまでの期間，放射性

物質の外部への漏えいを防止するための障壁及び放射線遮蔽体とし

ての機能及び性能を維持管理する。 

(2) 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設については，１号炉使用済燃

料貯蔵設備内の使用済燃料の搬出が完了するまでの期間，臨界防止

機能，燃料落下防止機能，浄化・冷却機能等の機能及び性能を維持

管理する。また，１号炉新燃料貯蔵設備内及び使用済燃料貯蔵設備

内の新燃料の搬出が完了するまでの期間，臨界防止機能，燃料落下

防止機能等の機能及び性能を維持管理する。 

(3) 放射性廃棄物の廃棄施設については，放射性廃棄物の処理が完了

するまでの期間，放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物を適切に

処理するため，放射性廃棄物処理機能及び性能を維持管理する。 
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(4) 放射線管理施設については，関連する設備の供用が終了するまで

又は放射性気体廃棄物の処理が完了するまでの期間，管理区域内作

業に係る放射線業務従事者の被ばく管理及び環境への放射性物質の

放出管理のために，放射線監視機能及び放出管理機能の機能及び性

能を維持管理する。 

(5) 換気設備については，管理区域を解除するまでの期間，使用済燃

料の貯蔵管理，放射性廃棄物の処理，放射線業務従事者の被ばく低

減等を考慮して，空気の浄化が必要な場合並びに解体撤去に伴い放

射性粉じんが発生する可能性のある区域で発電用原子炉施設外への

放出の防止及び他区域への移行の防止のために必要な場合は，建家

内の換気機能及び性能を維持管理する。 

(6) 非常用電源設備については，１号炉使用済燃料貯蔵設備内の使用

済燃料の搬出が完了するまでの期間，発電用原子炉施設の安全確保

に必要な適切な容量を確保し，それぞれの設備に要求される電源供

給機能及び性能を維持管理する。 

(7) その他原子炉補機冷却海水設備等の安全確保上必要な設備につい

ては，安全確保上必要な期間，それぞれの設備に要求される機能及

び性能を維持管理する。 

(8) 消火設備については，各建家を解体する前までの期間，必要な機

能及び性能を維持管理する。 

以上の基本的な考え方に基づく具体的な性能維持施設を第6.1表に

示す。 

廃止措置の進捗に応じて，第6.1表に示す性能維持施設を変更する

場合は，廃止措置計画に反映し変更の認可を受ける。 
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2. 性能維持施設の施設管理 

性能維持施設については，必要な期間中，必要な機能及び性能を維

持管理できるよう，保安規定に施設管理計画を定めて，これに基づき

施設管理を実施する。
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第 6.1 表  性能維持施設（１／８） 

施設区分 
設備等の

区分 

位置，構造及び設備※ 
維持機能 性能 維持期間 

設備（建家）名称 維持台数  

発電用原

子炉施設

の一般構

造 

その他の

主要な構

造 

原子炉補助建家（補助遮蔽（使

用済燃料ピット，廃液蒸発装置

室，使用済樹脂貯蔵タンク室，

使用済樹脂計量タンク室）） 

１式 
既許認可

どおり 

放射線遮蔽機

能 

放射線障害の防止に影響する

ような有意な損傷がない状態

であること。 

線源となる設

備の解体が完

了するまで 

原子炉補助建家 １式 
既許認可

どおり 

放射性物質漏

えい防止機能 

外部へ放射性物質が漏えいす

るような有意な損傷がない状

態であること。 

管理区域を解

除するまで 

原子炉本

体 

放射線遮

蔽体 

原子炉容器周囲のコンクリート

壁 
１式 

既許認可

どおり 放射線遮蔽機

能 

放射線障害の防止に影響する

ような有意な損傷がない状態

であること。 

炉心支持構造

物等の解体が

完了するまで 原子炉格納容器外周のコンクリ

ート壁 
１式 

既許認可

どおり 

※：２号又は３号炉との共用施設は，維持管理の対象から除く。 
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第 6.1 表  性能維持施設（２／８） 

施設区分 
設備等の

区分 

位置，構造及び設備※ 
維持機能 性能 維持期間 

設備（建家）名称 維持台数  

核燃料物

質の取扱

施設及び

貯蔵施設 

核燃料物

質取扱設

備 

使用済燃料ピットクレーン １台 
既許認可

どおり 

臨界防止機能 

燃料落下防止

機能 

新燃料又は使用済燃料を取扱

い中，動力電源が喪失した場

合に新燃料又は使用済燃料が

停止した位置にて保持される

状態であること。また，取扱

い中に新燃料及び使用済燃料

が破損しないよう正常に動作

する状態であること。 

１号炉使用済

燃料貯蔵設備

内の新燃料及

び使用済燃料

の搬出が完了

するまで 

補助建家クレーン １台 
既許認可

どおり 

１号炉新燃料

貯蔵設備内及

び使用済燃料

貯蔵設備内の

新燃料及び使

用済燃料の搬

出が完了する

まで 

新燃料エレベータ １台 
既許認可

どおり 

１号炉使用済

燃料貯蔵設備

内の新燃料の

搬出が完了す

るまで 

除染装置 １台 
既許認可

どおり 
除染機能 

使用済燃料輸送容器の除染に

影響するような有意な損傷が

ない状態であること。 

１号炉使用済

燃料貯蔵設備

内の新燃料及

び使用済燃料

の搬出が完了

するまで 

※：２号又は３号炉との共用施設は，維持管理の対象から除く。  
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第 6.1 表  性能維持施設（３／８） 

施設区分 
設備等の

区分 

位置，構造及び設備※ 
維持機能 性能 維持期間 

設備（建家）名称 維持台数  

核燃料物

質の取扱

施設及び

貯蔵施設 

核燃料物

質貯蔵設

備 

新燃料貯蔵

設備 
新燃料貯蔵ラック １式 

既許認可

どおり 
臨界防止機能 

新燃料の臨界防止に影響する

ような変形等の有意な損傷が

ない状態であること。 

１号炉新燃料

貯蔵設備内の

新燃料の搬出

が完了するま

で 

使用済燃料

貯蔵設備 

使用済燃料ピット １個 
既許認可

どおり 

臨界防止機能 

新燃料及び使用済燃料の臨界

防止に影響するような変形等

の有意な損傷がない状態であ

ること。 

１号炉使用済

燃料貯蔵設備

内の新燃料及

び使用済燃料

の搬出が完了

するまで 

使用済燃料ラック １式 
既許認可

どおり 

※：２号又は３号炉との共用施設は，維持管理の対象から除く。 
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第 6.1 表  性能維持施設（４／８） 

施設区分 
設備等の

区分 

位置，構造及び設備※ 
維持機能 性能 維持期間 

設備（建家）名称 維持台数  

核燃料物

質の取扱

施設及び

貯蔵施設 

核燃料物

質貯蔵設

備 

使用済燃料

貯蔵設備 

使用済燃料ピット

水位を監視する設

備 

１式 
既許認可

どおり 
水位及び漏え

いの監視機能 

使用済燃料ピットの水位が計測

でき，水位高及び低の警報が発

信できる状態であること。 

１号炉使用済

燃料貯蔵設備

内の使用済燃

料の搬出が完

了するまで 

使用済燃料ピット

水の漏えいを監視

する設備 

１式 
既許認可

どおり 

使用済燃料ピット内張りから

の漏えいを監視する装置が使

用できる状態であること。 

使用済燃料ピット

水浄化冷却設備 
１系統 

既許認可

どおり 
浄化・冷却機

能 

使用済燃料ピット水の冷却が

できる状態であること。 

使用済燃料の被覆が著しく腐

食するおそれがある場合に使

用済燃料ピット水を脱塩塔に

通水できる状態であること。 

燃料取替用水タンク １基 
既許認可

どおり 

給水機能 

（ほう素濃度

を除く。） 

内包する放射性物質が漏えい

するようなき裂，変形等の有

意な欠陥がない状態であるこ

と。 

※：２号又は３号炉との共用施設は，維持管理の対象から除く。 
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第 6.1 表  性能維持施設（５／８） 

施設区分 
設備等の

区分 

位置，構造及び設備※ 
維持機能 性能 維持期間 

設備（建家）名称 維持台数  

放射性廃

棄物の廃

棄施設 

気体廃棄

物の廃棄

設備 

補助建家排気筒 １基 
既許認可
どおり 

放射性廃棄物

処理機能 

放射性気体廃棄物の放出に影

響するような有意な損傷がな

い状態であること。 

放射性気体廃

棄物の処理が

完了するまで 

液体廃棄

物の廃棄

設備 

格納容器冷却材ドレンタンク １基 
既許認可
どおり 

放射性廃棄物

処理機能 

内包する放射性物質が漏えい

するようなき裂，変形等の有

意な欠陥がない状態であるこ

と。 

放射性液体廃

棄物の処理が

完了するまで 

補助建家冷却材ドレンタンク １基 
既許認可
どおり 

冷却材貯蔵タンク １基 
既許認可
どおり 

補助建家機器ドレンタンク １基 
既許認可
どおり 

補助建家サンプタンク １基 
既許認可
どおり 

格納容器サンプ １基 
既許認可
どおり 

廃液貯蔵タンク １基 
既許認可
どおり 

※：２号又は３号炉との共用施設は，維持管理の対象から除く。 
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第 6.1 表  性能維持施設（６／８） 

施設区分 
設備等の

区分 

位置，構造及び設備※ 
維持機能 性能 維持期間 

設備（建家）名称 維持台数  

放射線管

理施設 

屋内管理

用の主要

な設備 

固定エリアモニタ（ドラム詰操
作室，使用済燃料ピット付近） 

各１台 
既許認可
どおり 

放射線監視機

能 

線量当量率を測定できる状態

であること。 

警報設定値において警報が発

信できる状態であること。 
関連する設備

の供用が終了

するまで 
固定プロセスモニタ（補助蒸気
ドレンモニタ） 

１台 
既許認可
どおり 

放射性物質の濃度を測定でき

る状態であること。 

警報設定値において警報が発

信できる状態であること。 

屋外管理

用の主要

な設備 

排気筒モニタ（補助建家排気筒
ガスモニタ，格納容器排気筒ガ
スモニタ） 

各１台 
既許認可
どおり 

放出管理機能 

放射性物質の濃度を測定でき

る状態であること。 

警報設定値において警報が発

信できる状態であること。 

放射性気体廃

棄物の処理が

完了するまで 

原子炉格

納施設 

構造 原子炉格納容器 １基 
既許認可
どおり 

放射性物質漏え

い防止機能 

（事故時の気密

性及び格納容器

隔離弁等による

放射性物質漏え

い防止機能を除

く。） 

外部へ放射性物質が漏えいす

るような有意な損傷がない状

態であること。 管理区域を解

除するまで 

その他の

主要な事

項 

格納容器給気ファン ２台 
既許認可
どおり 

換気機能 

放射線障害を防止するために

必要な換気ができる状態であ

ること。 格納容器排気ファン ２台 
既許認可
どおり 

※：２号又は３号炉との共用施設は，維持管理の対象から除く。 
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第 6.1 表  性能維持施設（７／８） 

施設区分 
設備等の

区分 

位置，構造及び設備※ 
維持機能 性能 維持期間 

設備（建家）名称 維持台数  

その他発

電用原子

炉の附属

施設 

非常用電

源設備 

ディーゼル発電機 １台 
既許認可

どおり 

電源供給機能 

（自動起動及

び10秒以内の

電圧確立機能

並びに自動給

電機能を除く。） 

非常用高圧母線に接続してい

る性能維持施設へ電源を供給

できる状態であること。 

１号炉使用済

燃料貯蔵設備

内の使用済燃

料の搬出が完

了するまで 

蓄電池 １組 
既許認可

どおり 
電源供給機能 

非常用直流母線に接続してい

る性能維持施設へ電源を供給

できる状態であること。 

その他主

要施設 

原子炉補

機冷却海

水設備 

海水ポンプ １台 
既許認可

どおり 

冷却機能 

（自動起動機

能を除く。） 

性能維持施設へ海水を供給で

きる状態であること。 

１号炉使用済

燃料貯蔵設備

内の使用済燃

料の搬出が完

了するまで 

原子炉補

機冷却水

設備 

原子炉補機冷却水冷却器 １基 
既許認可

どおり 
冷却機能 

（自動起動機

能を除く。） 

性能維持施設へ冷却水を供給

できる状態であること。 

１号炉使用済

燃料貯蔵設備

内の使用済燃

料の搬出が完

了するまで 

原子炉補機冷却水ポンプ １台 
既許認可

どおり 

原子炉補機冷却水サージタンク １基 
既許認可

どおり 

※：２号又は３号炉との共用施設は，維持管理の対象から除く。 

  



 

-
 
3
6
 
- 

第 6.1 表  性能維持施設（８／８） 

施設区分 
設備等の

区分 

位置，構造及び設備※ 
維持機能 性能 維持期間 

設備（建家）名称 維持台数  

その他主

要施設 

換気設備 

補助建家給気ファン ２台 
既許認可

どおり 

換気機能 

放射線障害を防止するために

必要な換気ができる状態であ

ること。 

管理区域を解

除するまで 

補助建家給気ユニット １台 
既許認可

どおり 

補助建家排気ファン ２台 
既許認可

どおり 

補助建家排気フィルタユニット ２台 
既許認可

どおり 

補助建家排気筒 １基 
既許認可

どおり 

消火設備 消火栓（管理区域内） １式 
既許認可

どおり 
消火機能 

消火栓から放水できる状態で

あること。 

各建家を解体

する前まで 
照明設備 非常用照明 １式 

原子炉補

助建家内

及びター

ビン建家

内設置， 

直流非常

灯 

照明機能 
非常用照明が点灯できる状態

であること。 

※：２号又は３号炉との共用施設は，維持管理の対象から除く。 
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七 性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維

持すべき期間 

性能維持施設の位置，構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維

持すべき期間は第6.1表に示すとおりである。 

第6.1表に示す性能維持施設は，原子炉設置許可等を受けて設計・製作

されたものであり，これを引き続き供用するため，その性能維持施設の仕

様等として，設置時の仕様及び廃止措置時に必要な台数を「位置，構造及

び設備」欄に示すとともに，廃止措置段階において必要となる機能を「維

持機能」欄に示す。 

この性能維持施設を維持管理し，供用することを前提としていることか

ら，性能維持施設の性能として，「実用発電用原子炉及びその附属施設の

技術基準に関する規則」等を参考に，廃止措置段階で求められる機能を維

持管理するために必要となる状態を「性能」欄に示す。 

廃止措置の進捗に応じて，第6.1表に示す性能維持施設の位置，構造及

び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間について変更す

る場合は，廃止措置計画に反映し変更の認可を受ける。 
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八 核燃料物質の管理及び譲渡し 

1. 核燃料物質の存在場所ごとの種類及び数量 

１号炉の核燃料物質の存在場所ごとの種類及び数量を第8.1表に示す。  

 

2. 核燃料物質の管理 

１号炉の使用済燃料は，譲渡しまでの期間，１号炉原子炉補助建家

内若しくは３号炉燃料取扱棟内の使用済燃料貯蔵設備又は使用済燃料

乾式貯蔵施設で貯蔵する。 

１号炉原子炉補助建家内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している使用

済燃料は，原子炉領域周辺設備解体撤去期間の開始までに，使用済燃

料輸送容器に収納し，３号炉燃料取扱棟内の使用済燃料貯蔵設備に搬

出し，貯蔵する。 

また，３号炉燃料取扱棟内の使用済燃料貯蔵設備にて貯蔵する使用

済燃料は，使用済燃料乾式貯蔵容器（１号及び２号炉用）（以下「使用

済燃料乾式貯蔵容器」という。）に収納し，使用済燃料乾式貯蔵施設へ

搬出し，貯蔵する。 

３号炉燃料取扱棟内の使用済燃料貯蔵設備及び使用済燃料乾式貯蔵

施設に貯蔵する使用済燃料は３号炉にて管理する。 

使用済燃料の取扱い及び貯蔵は，核燃料物質取扱設備で取り扱うと

ともに，安全確保のために必要な臨界防止機能，燃料落下防止機能，

除染機能，水位及び漏えいの監視機能，浄化・冷却機能及び給水機能

（ほう素濃度を除く。）を有する設備を維持管理する。 

１号炉原子炉補助建家内の新燃料貯蔵設備に貯蔵している新燃料は，

譲渡しまでの期間，１号炉原子炉補助建家内の新燃料貯蔵設備に貯蔵

する。また，１号炉原子炉補助建家内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵し
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ている新燃料は，譲渡しまでの期間，１号炉原子炉補助建家内の使用

済燃料貯蔵設備に貯蔵する。 

新燃料の取扱い及び貯蔵は，核燃料物質取扱設備で取り扱うととも

に，安全確保のために必要な臨界防止機能及び燃料落下防止機能を有

する設備を維持管理する。なお，新燃料は低濃縮ウラン燃料であり放

射能レベルは低いため，崩壊熱除去及び遮蔽については特別な措置を

要しない。 

使用済燃料及び新燃料の取扱い，貯蔵及び運搬については，保安の

ために必要な措置を保安規定に定めて実施する。 

１号炉原子炉補助建家内の使用済燃料貯蔵設備からすべての使用済

燃料を搬出し終えた後は，３号炉燃料取扱棟内の使用済燃料貯蔵設備

及び使用済燃料乾式貯蔵施設は廃止措置対象施設としては取り扱わず，

１号炉のすべての使用済燃料は廃止措置対象施設から搬出されたもの

とする。 

 

3. 核燃料物質の譲渡し 

１号炉原子炉補助建家内及び３号炉燃料取扱棟内の使用済燃料貯蔵

設備並びに使用済燃料乾式貯蔵施設に貯蔵している使用済燃料は，使

用済燃料輸送容器又は使用済燃料乾式貯蔵容器を使用して，廃止措置終

了までに再処理事業者に譲り渡す。 

１号炉原子炉補助建家内の新燃料貯蔵設備及び使用済燃料貯蔵設備

に貯蔵している新燃料は，原子炉領域周辺設備解体撤去期間の開始ま

でに加工事業者に譲り渡す。 

１号炉原子炉補助建家内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している新燃

料の表面には放射性物質が付着しているため，気中で燃料集合体の水
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洗浄を行った後に，輸送容器に収納する。輸送容器に収納する際，燃

料の表面汚染により，使用する輸送容器の基準を満足しない場合は，

汚染の拡大防止措置を講じた上で，気中で燃料集合体１体ごとに燃料

棒を引き抜き，燃料棒表面を除染し，燃料集合体形状への再組立てを

行った後，輸送容器に収納する。なお，燃料集合体形状への再組立て

を行った新燃料を一時的に貯蔵する場合は，１号炉原子炉補助建家内

の新燃料貯蔵設備に貯蔵する。この燃料の取扱いにおいては，燃料棒

を安全に取り扱うために専用の作業台を使用し，燃料棒の変形及び損

傷を防止するとともに，取り扱う数量を燃料集合体１体ごと，かつ，

その１体分の燃料棒に限定し，臨界を防止する。 

使用済燃料及び新燃料の譲渡しにおける取扱いは，核燃料物質取扱

設備で取り扱うとともに，安全確保のために必要な臨界防止機能，燃

料落下防止機能及び除染機能を有する設備を維持管理する。また，使

用済燃料及び新燃料の譲渡しにおける取扱い及び運搬は，関係法令を

遵守して実施するとともに，保安のために必要な措置を保安規定に定

めて実施する。 

 

第8.1表 核燃料物質の存在場所ごとの種類及び数量 

（平成28年９月末現在） 

存在場所 種類 数量 

１号炉原子炉補助建家内の使用済燃料貯蔵 

設備 

使用済燃料 237 体 

新燃料 28 体 

１号炉原子炉補助建家内の新燃料貯蔵設備 新燃料 68 体 

３号炉燃料取扱棟内の使用済燃料貯蔵設備 使用済燃料 189 体 
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九 核燃料物質による汚染の除去 

1. 除染の方針 

(1) 解体対象施設の汚染の特徴 

解体対象施設の一部は，放射化汚染又 は 二次的な汚染によって汚

染されている。 

このうち，放射化汚染については，放射能レベルの比較的高い原

子炉領域設備等を対象に時間的減衰を図る。機器，配管等の内面に

付着し残存している二次的な汚染については，時間的減衰を図ると

ともに効果的な除染を行うことで，これらの設備を解体撤去する際

の放射線業務従事者の放射線被ばくを合理的に達成できる限り低く

する。 

(2) 汚染分布の評価 

主な廃止措置対象施設の汚染の推定分布については，第 4.3 図に

示すとおりであるが，汚染状況の調査により，解体工事準備期間の

除染結果も踏まえた評価の見直しを行う。 

(3) 除染の方法及び安全管理上の措置 

除染は，放射線業務従事者の被ばく線量，除染効果，放射性廃棄

物の発生量等の観点から，機械的方法又は化学的方法を効果的に組

み合せて行う。除染の実施に当たっては，性能維持施設の機能に影

響を及ぼさないように，また，汚染の拡大防止，放射線業務従事者

の被ばく低減対策等の措置を講じる。 

 

2. 解体工事準備期間の除染 

(1) 除染の対象範囲 

解体工事準備期間に行う除染の対象範囲は，原子炉運転中の経験
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及び実績を踏まえ，二次的な汚染が多く残存していると推定する範

囲のうち，放射線業務従事者の被ばくを低減するため有効とされる

範囲を選定する。 

(2) 除染の方法 

  除染は，研磨剤を使用するブラスト法，ブラシ等による研磨法等

の機械的方法により行う。 

  また，除染対象物の形状，汚染の状況等を踏まえ，有効と判断し

た場合には，化学的方法による除染を行う。 

解体工事準備期間における汚染の除去方法を第 9.1 表に示す。 

(3) 除染の目標 

除染は，原則として，除染対象箇所の線量当量率があらかじめ定

めた目標値に達するまで実施する。目標値の設定に当たっては，放

射線業務従事者の被ばく低減効果等の観点から決定する。ただし，

線量当量率が目標値に達する前であっても，除染時の線量当量率の

測定結果等から，それ以上の除染効果が見込めないと判断した場合

又は放射線業務従事者の被ばくを低減するため有効と認められない

と判断した場合は，除染を終了する。 

(4) 安全管理上の措置 

除染に当たっては，放射性物質の漏えい及び拡散防止対策並びに

被ばく低減対策を講じることを基本とし，環境への放射性物質の放

出抑制及び放射線業務従事者の放射線被ばくを合理的に達成できる

限り低くするよう努める。また，安全確保対策として事故防止対策

を講じる。 

 

3. 原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降の除染 
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原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降に実施する除染については，

原子炉領域周辺設備解体撤去期間に入るまでに，除染の要否，除染の

方法等について検討し，廃止措置計画に反映し変更の認可を受ける。 

 



                                                                

 

第 9.1 表  解体工事準備期間における汚染の除去方法 

 

場 所 主要設備名称 
着手 

要件 
概 要 安全確保対策 完了要件 

原子炉補
助建家内 

化学・体積制御
設備，余熱除去
設備等 
 

対象施
設が供
用を終
了して
いるこ
と。 

・除染の対象範囲
は，原子炉運転中
の経験及び実績を
踏まえ，二次的な
汚染が多く残存し
ていると推定する
範囲のうち，放射
線業務従事者の被
ばくを低減するた
め有効とされる範
囲を選定する。 

・除染方法として
は，研磨剤を使用
するブラスト法，
ブラシ等による研
磨法等の機械的方
法により行う。 

 また，除染対象物
の形状，汚染の状
況等を踏まえ，有
効と判断した場合
には，化学的方法
による除染を行
う。 

・除染の実施に当たっては，施設外への放射
性物質の漏えい及び拡散防止対策を行う。 

・外部被ばく低減のため，線量当量率を考慮
し，放射線遮蔽，遠隔操作装置の導入，立
入制限等を行う。 

・内部被ばく防止のため，汚染レベルを考慮
し，マスク等の防護具を用いる。 

・除染の実施に当たっては，目標線量を設定
し，実績線量と比較し改善策を検討する等
して，被ばく低減に努める。 

・線量当量率が著しく変動するおそれがある
場合は，作業中の線量当量率を監視する。 

・火災，爆発及び重量物の取扱いによる人為
事象に対する安全対策として，難燃性の資
機材の使用，可燃性ガスを使用する場合の
管理の徹底，重量物に適合した揚重設備の
使用等の措置を講じる。 

・事故発生時には，事故拡大防止等の応急措
置を講じるとともに，早期の復旧に努め
る。 

除染の目標を達
成すること。 

-
 
4
4
 
-
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十 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄 

核燃料物質によって汚染された物は，放射性気体廃棄物，放射性液体

廃棄物及び放射性固体廃棄物に分類される。これらの廃棄に係る計画は

以下のとおりである。 

 

1. 放射性気体廃棄物の廃棄 

放射性気体廃棄物は，原子炉運転中と同様に発生から処理等の各段

階において，廃棄物の漏えい，汚染の拡大及び放射線による被ばくを

適切に防止できるよう，関係法令，関係告示，「五 2. 廃止措置の基

本方針」等に基づき，適切に処理を行い管理放出する。 

 

1.1 放射性気体廃棄物の種類及び処理の方法 

1.1.1 原子炉運転中に発生した放射性気体廃棄物の種類及び処理の方

法 

原子炉運転中に発生した放射性気体廃棄物の種類は，ガス減衰

タンクの排気，原子炉格納容器換気空気，原子炉格納容器減圧時

の排気，原子炉補助建家等の換気空気等である。 

この期間に発生した放射性気体廃棄物は，廃棄物の種類，性状

等に応じて，ガス減衰タンクに一定期間貯留して放射能を減衰さ

せるか又は粒子用フィルタ等を通した後，排気筒等から管理放出

している。 

 

1.1.2 廃止措置期間中に発生する放射性気体廃棄物の種類及び処理の

方法 

(1) 解体工事準備期間 
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解体工事準備期間に発生する放射性気体廃棄物の種類は，主に

換気系からの排気である。 

この期間に発生する放射性気体廃棄物は，原子炉運転中に発生

した放射性気体廃棄物と同様に廃棄物の種類，性状等に応じて処

理を行う。 

解体工事準備期間の放射性気体廃棄物の処理フローを第10.1図

に示す。 

(2) 原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降 

原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降に発生する放射性気体廃

棄物の種類は，主に汚染された機器の切断等に伴って発生する放

射性粉じん等の粒子状放射性物質が想定される。 

この期間に発生する放射性気体廃棄物の処理の方法は，解体工

事準備期間に行う汚染状況の調査結果を踏まえ，原子炉領域周辺

設備解体撤去期間に入るまでに廃止措置計画の変更の認可を受け

る。 

 

1.2 放射性気体廃棄物の推定放出量 

(1) 解体工事準備期間 

解体工事準備期間は，原子炉の運転を終了していること，原子炉

の運転を停止してから長時間が経過していること，管理区域内設備

の解体撤去を行わず，原子炉運転中の定期検査時と同等の状態が継

続すること及び気体廃棄物の廃棄設備，換気設備等の必要な設備に

ついて機能を維持することから，放射性気体廃棄物の年間放出量

は，一部の長半減期核種を除き，無視できる程度であり，原子炉設

置許可申請書に記載の年間放出量を超えないと評価できる。 
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(2) 原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降 

原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降における放射性気体廃棄物

の推定放出量は，解体工事準備期間に行う汚染状況の調査結果を踏

まえ，原子炉領域周辺設備解体撤去期間に入るまでに廃止措置計画

の変更の認可を受ける。 

 

1.3 放射性気体廃棄物の管理方法 

(1) 解体工事準備期間 

解体工事準備期間は，放射性気体廃棄物を適切に処理するため

に，放射性廃棄物処理機能，放出管理機能等の必要な機能を有する

設備を維持管理する。 

また，放射性気体廃棄物の放出に際しては，排気筒等において放

射性物質濃度の測定等を行い，「線量限度等を定める告示」に定める

周辺監視区域外における空気中の濃度限度を超えないようにすると

ともに，放射性気体廃棄物の年間放出量から，「発電用軽水型原子炉

施設周辺の線量目標値に関する指針」（以下「線量目標値に関する指

針」という。）に基づき，放射性気体廃棄物の放出管理目標値を第

10.1表のとおり設定し，これを超えないように努める。 

前項で述べたように，放射性気体廃棄物は一部の長半減期核種を

除き無視できる程度である。したがって，ガス減衰タンクから放射

性気体廃棄物を放出する場合，ガス減衰タンクで必要な減衰期間は

十分に経過しており，一部の長半減期核種についてもこれ以上の減

衰はほとんど期待できないことから，ガス減衰タンクでの貯留によ

る減衰を行わず放出する。 

周辺環境に対する放射線モニタリングについては，原子炉運転中
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と同様に行う。 

放射性気体廃棄物の処理及び管理に係る必要な措置を保安規定に

定めて管理する。 

(2) 原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降 

原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降については，管理区域内設

備の解体撤去の状況に応じて，放射性気体廃棄物の処理に必要とな

る放射性廃棄物処理機能，放出管理機能等の必要な機能を有する設

備を維持管理し，管理放出する。 

原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降に発生する放射性気体廃棄

物の管理方法は，解体工事準備期間に行う汚染状況の調査結果を踏

まえ，原子炉領域周辺設備解体撤去期間に入るまでに廃止措置計画

の変更の認可を受ける。 

 

2. 放射性液体廃棄物の廃棄 

放射性液体廃棄物は，原子炉運転中と同様に発生から貯蔵，処理等

の各段階において，廃棄物の漏えい，汚染の拡大及び放射線による被

ばくを適切に防止できるよう，関係法令，関係告示，「五 2. 廃止措

置の基本方針」等に基づき，適切に処理を行い管理放出する。 

 

2.1 放射性液体廃棄物の種類及び処理の方法 

2.1.1 原子炉運転中に発生した放射性液体廃棄物の種類及び処理の方

法 

原子炉運転中に発生した放射性液体廃棄物の種類は，主に次の

とおりである。 

(1) １次冷却材抽出水 
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(2) 原子炉格納容器冷却材ドレン及び原子炉補助建家冷却材ドレン 

(3) 原子炉補助建家機器ドレン 

(4) 原子炉格納容器床ドレン及び原子炉補助建家等床ドレン 

(5) 脱塩塔再生廃液 

(6) 薬品ドレン 

(7) 洗たく排水，手洗排水及びシャワ排水 

この期間に発生した放射性液体廃棄物は，廃棄物の種類，性状

等に応じて，蒸発装置，脱塩塔等で処理を行い，管理放出するか，

又は再使用している。 

 

2.1.2 廃止措置期間中に発生する放射性液体廃棄物の種類及び処理の

方法 

(1) 解体工事準備期間 

解体工事準備期間に発生する放射性液体廃棄物の種類は，原子

炉運転中と同様な廃棄物が想定される。 

この期間に発生する放射性液体廃棄物は，原子炉運転中に発生

した放射性液体廃棄物と同様に廃棄物の種類，性状等に応じて処

理を行う。 

解体工事準備期間の放射性液体廃棄物の処理フローを第10.2図

に示す。 

(2) 原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降 

原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降に発生する放射性液体廃

棄物の種類及び処理の方法は，解体工事準備期間に行う汚染状況

の調査結果を踏まえ，原子炉領域周辺設備解体撤去期間に入るま

でに廃止措置計画の変更の認可を受ける。 
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2.2 放射性液体廃棄物の推定放出量 

(1) 解体工事準備期間 

解体工事準備期間は，原子炉の運転を終了していること，原子炉

の運転を停止してから長時間が経過していること，管理区域内設備

の解体撤去を行わず，原子炉運転中の定期検査時と同等の状態が継

続すること，液体廃棄物の廃棄設備等の必要な設備について機能を

維持すること及び海水中における放射性物質の濃度を原子炉運転中

と同等に維持するように１号及び２号炉の運転終了と１号炉海水ポ

ンプの廃止に伴う復水器冷却水等の量の減少を考慮した放出管理目

標値を設定することから，放射性液体廃棄物の年間放出量は，原子

炉設置許可申請書に記載の年間放出量を超えないと評価できる。 

(2) 原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降 

原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降における放射性液体廃棄物

の推定放出量は，解体工事準備期間に行う汚染状況の調査結果を踏

まえ，原子炉領域周辺設備解体撤去期間に入るまでに廃止措置計画

の変更の認可を受ける。 

 

2.3 放射性液体廃棄物の管理方法 

(1) 解体工事準備期間 

解体工事準備期間は，放射性液体廃棄物を適切に処理するため

に，放出量を合理的に達成できる限り低くするとともに，放射性廃

棄物処理機能等の必要な機能を有する設備を維持管理する。 

また，放射性液体廃棄物の放出に際しては，放出前のタンクにお

いて放射性物質濃度の測定等を行い，排水中の放射性物質濃度が，

「線量限度等を定める告示」に定める周辺監視区域外における水中
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の濃度限度を超えないようにするとともに，放射性液体廃棄物の年

間放出量から，「線量目標値に関する指針」に基づき，放射性液体廃

棄物の放出管理目標値を第10.2表のとおり設定し，これを超えない

ように努める。排水中の放射性物質の濃度は，排水モニタによって

監視する。 

原子炉格納容器冷却材ドレン及び原子炉補助建家冷却材ドレンに

ついては，これらに含まれるほう酸を回収し再使用する必要がない

ことから，廃液処理系にて処理を行う。 

放射性液体廃棄物の処理及び管理に係る必要な措置を保安規定に

定めて管理する。 

(2) 原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降 

原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降については，管理区域内設

備の解体撤去の状況に応じて，放射性液体廃棄物の処理に必要とな

る放射性廃棄物処理機能等の必要な機能を有する設備を維持管理

し，管理放出する。 

原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降に発生する放射性液体廃棄

物の管理方法は，解体工事準備期間に行う汚染状況の調査結果を踏

まえ，原子炉領域周辺設備解体撤去期間に入るまでに廃止措置計画

の変更の認可を受ける。 

 

3. 放射性固体廃棄物の廃棄 

放射性固体廃棄物は，合理的に達成できる限り低減に努め，原子炉

運転中と同様に発生から貯蔵，処理等の各段階において，廃棄物の飛

散，汚染の拡大及び放射線による被ばくを適切に防止できるよう，関

係法令，関係告示，「五 2. 廃止措置の基本方針」等に基づき，適切
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な方法により管理を行う。 

   低レベル放射性廃棄物の廃棄に際しては，放射能レベルの比較的高

いもの（以下「Ｌ１」という。），放射能レベルの比較的低いもの（以

下「Ｌ２」という。）及び放射能レベルの極めて低いもの（以下「Ｌ３」

という。）に区分し，それぞれの区分，種類，性状等に応じて，廃棄事

業者の廃棄施設に廃棄する。 

   なお，放射性物質として扱う必要のないものは，「原子炉等規制法」

に定める所定の手続き及び確認を経て施設から搬出し，再生利用に供

するように努める。 

 

3.1 放射性固体廃棄物の種類及び処理の方法 

3.1.1 原子炉運転中に発生した放射性固体廃棄物の種類及び処理の方

法 

原子炉運転中に発生した放射性固体廃棄物の種類は，廃液蒸発

装置及び洗浄排水蒸発装置の濃縮廃液，雑固体廃棄物，脱塩塔使

用済樹脂等がある。 

この期間に発生した放射性固体廃棄物は，廃棄物の種類，性状

等に応じて，圧縮減容，焼却処理又は固化等の処理を行い，固体

廃棄物貯蔵庫若しくは蒸気発生器保管庫に保管するか又は使用済

樹脂貯蔵タンク等に貯蔵する。 

     放射性固体廃棄物の貯蔵・保管場所ごとの種類及び数量を第

10.3表に示す。 

 

3.1.2 廃止措置期間中に発生する放射性固体廃棄物の種類及び処理の

方法 
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(1) 解体工事準備期間 

解体工事準備期間に発生する放射性固体廃棄物の種類は，原子

炉運転中と同様な廃棄物が想定される。 

この期間に発生する放射性固体廃棄物は，原子炉運転中に発生

した放射性固体廃棄物と同様に廃棄物の種類，性状等に応じて処

理を行う。 

解体工事準備期間の放射性固体廃棄物の処理フローを第10.3図

に示す。 

(2) 原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降 

原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降に発生する放射性固体廃

棄物の種類及び処理の方法は，解体工事準備期間に行う汚染状況

の調査結果を踏まえ，原子炉領域周辺設備解体撤去期間に入るま

でに廃止措置計画の変更の認可を受ける。 

 

3.2 放射性固体廃棄物の処分方法 

１号炉から発生した放射性固体廃棄物は，「3.1 放射性固体廃棄

物の種類及び処理の方法」に基づき処理し，廃止措置終了までに廃

棄事業者の廃棄施設に廃棄する。 

２号及び３号炉との共用施設から発生した放射性固体廃棄物は，

１号，２号及び３号炉の放射性固体廃棄物として管理しているが，

廃止措置終了までに，２号及び３号炉の放射性固体廃棄物としての

管理に変更する。 

 

3.3 放射性固体廃棄物の推定発生量 

廃止措置期間中の放射性固体廃棄物の推定発生量を第10.4表に示
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す。 

(1) 解体工事準備期間 

解体工事準備期間における放射性固体廃棄物は，廃液蒸発装置及

び洗浄排水蒸発装置の濃縮廃液等固化物が約600本（200ℓドラム缶相

当），雑固体廃棄物が約3,200本（200ℓドラム缶相当），脱塩塔使用済

樹脂が約10ｍ３発生することが予想される。 

(2) 原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降 

原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降における放射性固体廃棄物

の推定発生量は，解体工事準備期間に行う汚染状況の調査結果を踏

まえ，原子炉領域周辺設備解体撤去期間に入るまでに廃止措置計画

の変更の認可を受ける。 

 

3.4 放射性固体廃棄物の管理方法 

(1) 解体工事準備期間 

解体工事準備期間は，放射性固体廃棄物を適切に処理処分するた

めに，種類，性状等に応じて区分管理し，減容処理等を行うこと

で，放射性固体廃棄物の発生量を合理的に達成できる限り低減す

る。 

解体工事準備期間は，放射性固体廃棄物の量が固体廃棄物貯蔵庫

等の保管容量を超えないように管理する。 

放射性固体廃棄物の処理及び管理に係る必要な措置を保安規定に

定めて管理する。 

(2) 原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降 

原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降に発生する放射性固体廃棄

物の管理方法は，解体工事準備期間に行う汚染状況の調査結果を踏
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まえ，原子炉領域周辺設備解体撤去期間に入るまでに廃止措置計画

の変更の認可を受ける。  
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第10.1表 解体工事準備期間における放射性気体廃棄物中の希ガス 

及びよう素の放出管理目標値（１，２，３号炉合算） 

項目 放出管理目標値（Bq／y） 

希ガス 3.7×10１４ 

よう素（Ｉ－１３１） 7.7×10９ 

 

 

第10.2表 解体工事準備期間における放射性液体廃棄物中の 

放射性物質（トリチウムを除く）の放出管理目標値 

（１，２，３号炉合算） 

項目 放出管理目標値（Bq／y） 

放射性液体廃棄物中の放射性物質 

（トリチウムを除く） 
3.7×10１０ 
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第 10.3 表 放射性固体廃棄物の貯蔵・保管場所ごとの種類及び数量 

（平成 28 年９月末現在） 

貯蔵・保管場所 種類 数量 

使用済樹脂貯蔵タンク 脱塩塔使用済樹脂 174 ｍ３※１ 

使用済燃料貯蔵設備 

使用済制御棒 89 体 

使用済バーナブルポイズン 246 体 

使用済プラギングデバイス 174 体 

固体廃棄物貯蔵庫 
ドラム缶 

均質固化体 494 本 

雑固体 
6,070 本 

その他 2,851 本※２ 

蒸気発生器保管庫 
蒸気発生器 ２ 基 

保管容器 298 ｍ３※３ 

※１：２号及び３号炉で発生した廃棄物を含む。 

※２：200ℓドラム缶相当での保管数量である。 

※３：原子炉容器上部ふた，炉内構造物等を含む。 
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第 10.4 表 廃止措置期間中の放射性固体廃棄物の推定発生量 

（単位：ｔ） 

放射能レベル区分※１ 推定発生量※２ 

低
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物 

放射能レベルの比較的高いもの（Ｌ１） 約 90 

放射能レベルの比較的低いもの（Ｌ２） 約 880 

放射能レベルの極めて低いもの（Ｌ３） 約 2,070 

放射性物質として扱う必要のないもの 約 39,000 

合計※３ 約 42,000 

※１：放射能レベル区分値は，次のとおり。 

・Ｌ１の区分値の上限は，「原子炉等規制法施行令」第 31 条に定め

る放射能濃度。 

・Ｌ１とＬ２の区分値は，国内で操業されているコンクリートピッ

ト埋設施設の埋設許可条件と同等の最大放射能濃度。 

・Ｌ２とＬ３の区分値は，「原子炉等規制法施行令」（昭和 32 年政

令第 324 号。ただし，平成 19 年政令第 378 号の改正前のもの。）

第 31 条第１項に定める「原子炉施設を設置した工場又は事業所

において生じた廃棄されるコンクリート等で容器に固型化してい

ないもの」に対する濃度上限値の 10 分の１の放射能濃度。 

・放射性物質として扱う必要のないものの区分値は，「原子炉等規

制法」第 61 条の２第１項に規定する「製錬事業者等における工

場等において用いた資材その他の物に含まれる放射性物質の放射

能濃度についての確認等に関する規則」第２条に定める放射能濃

度。 

※２：推定発生量は，次のとおり。 

・低レベル放射性廃棄物については，10ｔ単位で切り上げた値であ

る。 

・放射性物質として扱う必要のないもの及び合計については，100

ｔ単位で切り上げた値である。 

・端数処理のため合計値が一致しないことがある。 

・推定発生量には付随廃棄物を含まない。 

※３：その他，放射性廃棄物でない廃棄物（管理区域外からの発生分を含

む。）が約 212,000ｔ発生する（1,000ｔ単位で切り上げた値）。 
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R

R

R

R

(１号及び２号炉共用)

ベント集合管

各機器ベント

ガス圧縮装置 ガス減衰
タンク

再使用

２．排気設備からの排気

（1）原子炉格納容器の排気

原子炉格納容器

格納容器排気設備

（2）原子炉補助建家の排気

格
納
容
器
排
気
筒

補
助
建
家
排
気
筒

使用済燃料ピット排気設備

安全補機室排気設備

使用済燃料ピット

一  般  補  機  室

安  全  補  機  室

補助建家排気設備

放 射 線 管 理 室
中 央 制 御 室 等

放射線管理室排気設備

３．雑固体焼却設備からの排気

焼　　　却　　　炉

焼　却　炉　建　家

試料
採取装置

試料
採取装置

焼却炉排気筒じんあいモニタ

焼却炉排気筒

焼却炉建家排気口じんあいモニタ

焼却炉建家排気口

１．ガス減衰タンクからの排気

２号炉
ベント集合管

(１号及び２号炉共用)

(１号，２号及び３号炉共用)

(１号，２号及び３号炉共用)

凡　　　例

F フィルタ

F

F

F

F

F

F

F

格納容器
排気筒
ガスモニタ
試料採取
装置

補助建家
排気筒
ガスモニタ
試料採取
装置

 

 

第 10.1 図 解体工事準備期間の放射性気体廃棄物の処理フロー 
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第 10.2 図 解体工事準備期間の放射性液体廃棄物の処理フロー  
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第 10.3 図 解体工事準備期間の放射性固体廃棄物の処理フロー 

廃液蒸発装置濃縮廃液
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使用済樹脂
計量タンク

使用済樹脂
移送容器

３号炉
使用済樹脂
貯蔵タンク

３号炉ドラム詰装置
（セメント固化装置）

ドラム詰装置

雑固体焼却設備

ベ イ ラ

こ ん 包 等

雑 固 体 廃 棄 物

取り外した蒸気発生器等
取り外した原子炉容器上部ふた等

取り外した炉内構造物等

（１号，２号及び
３号炉共用）

固体廃棄物
貯蔵庫

（１号及び２号炉共用）

可燃物

不燃物

*1

*2

*1 *2

蒸気発生器保管庫

（１号，２号及び３号炉共用）

ドラム詰め等

ドラム詰め

モルタル充てん
固型化処理
（ドラム詰め）

（１号及び２号炉共用）

ベ イ ラ

（１号及び２号炉共用）
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十一 廃止措置の工程 

１号炉の廃止措置は，「原子炉等規制法」に基づく廃止措置計画の認可 

以降，この計画に基づき実施し，2056年度までに完了する予定である。廃 

止措置工程を第11.1図に示す。 
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第１段階 

解体工事準備期間 

 

[2017～2026 年度] 

第２段階 

原子炉領域周辺設備 

解体撤去期間 

[2027～2041 年度] 

第３段階 

原子炉領域設備等 

解体撤去期間 

[2042～2049 年度] 

第４段階 

建家等 

解体撤去期間 

[2050～2056 年度] 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

第 11.1 図 廃止措置工程 

核燃料物質の搬出 

核燃料物質による汚染の除去 

汚染状況の調査 管理区域内設備(原子炉領域周辺)の解体撤去 

 建家等の解体撤去 

 原子炉領域設備 
の解体撤去 

管理区域外設備の解体撤去 

放射性廃棄物（運転中に発生した放射性廃棄物及び廃止措置期間中に発生する放射性廃棄物）の処理処分 

安全貯蔵 
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十二 廃止措置に係る品質マネジメントシステム 

廃止措置期間中における原子力安全を達成・維持・向上させるため，「原 

子炉設置許可申請書 十一」に基づき，廃止措置に係る品質マネジメント

システムを確立し，保安規定の品質マネジメントシステム計画に定める。 

保安規定の品質マネジメントシステム計画に基づき，廃止措置に関する 

保安活動の計画，実施，評価及び改善の一連のプロセスを保安規定，原子

力発電所品質保証規程及び原子力発電所品質保証基準並びにそれらに基

づく下部規程により明確にし，これらを効果的に運用することにより，原

子力安全の達成・維持・向上を図る。 

 



 

 

添付書類目次 

 

添付書類一 既に使用済燃料を発電用原子炉の炉心から取り出して

いることを明らかにする資料 
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添付書類一 

 

既に使用済燃料を発電用原子炉の炉心から取り出していることを明

らかにする資料 

 

 



 

1-1 

１号発電用原子炉の炉心に装荷された燃料の配置は，「実用炉規則」第67条の

規定に基づく記録である原子炉燃料装荷記録に記録している。 

本記録は燃料の配置又は配置替えの都度記録することとなっており，平成25

年２月10日に炉心からの取り出しを完了したときに作成した原子炉燃料装荷記

録を第1.1.1図に示す。その後，新たに記録を作成していない。空白は，燃料が

装荷されていない状態を示す。 

 





 

 

 

添付書類二 

 

廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業

区域図 
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廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置（解体工事準備期間）に

係る工事作業区域図を第2.1.1図に示す。 

原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降に係る工事作業区域図については，

原子炉領域周辺設備解体撤去期間に入るまでに廃止措置計画に反映し変更

の認可を受ける。 



 

 

2
-
2
 

 

 

 

第 2.1.1 図 廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置（解体工事準備期間）に係る工事作業区域図 
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添付書類三 

 

廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書 
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1. 放射線管理  

1.1 放射線防護に関する基本方針・具体的方法  

放射線の被ばく管理及び放射性廃棄物の廃棄に当たっては，「原子炉

等規制法」等の関係法令及び関係告示を遵守し，周辺公衆及び放射線業

務従事者の放射線被ばくを合理的に達成できる限り低くする。 

具体的方法については，原子炉運転中の放射線管理に準じて以下のと

おりとする。 

(1) 放射線被ばくを合理的に達成できる限り低くするため，放射線遮蔽

体，換気設備，放射線管理施設及び放射性廃棄物の廃棄施設は，必要

な期間，必要な機能を維持管理する。具体的な維持管理については，

「六 性能維持施設」に示す。 

(2) 放射線被ばくを合理的に達成できる限り低くするために，管理区域

を設定して立ち入りの制限を行い，外部放射線に係る線量当量，空気

中若しくは水中の放射性物質の濃度及び床等の表面の放射性物質の

密度を監視する。 

(3) 放射線業務従事者に対しては，線量を測定評価し線量の低減に努め

る。 

(4) 管理区域の外側には，周辺監視区域を設定して，人の立ち入りを制

限する。 

(5) 放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の放出については，放出管

理目標値を定め，これを超えないように努める。 

(6) 放射性物質により汚染している機器等を取り扱う場合は，汚染の拡

大防止のため，汚染拡大防止囲い，局所排風機を使用する等の措置を

講じる。 
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1.2 管理区域，保全区域及び周辺監視区域の設定等 

(1) 管理区域 

廃止措置対象施設のうち，外部放射線に係る線量，空気中の放射性

物質の濃度又は放射性物質によって汚染された物の表面の放射性物

質の密度が，「線量限度等を定める告示」に定められた値を超えるか

又は超えるおそれのある区域を管理区域として設定する。管理区域を

解除する場合は，「線量限度等を定める告示」に定められた値を超え

るおそれがないことを確認する。 

なお，管理区域外において一時的に上記管理区域に係る値を超える

か又は超えるおそれのある区域が生じた場合は，一時的な管理区域と

して設定する。 

(2) 保全区域 

管理区域以外の区域であって，発電用原子炉施設の保全のために特

に管理を必要とする区域を保全区域として設定する。 

(3) 周辺監視区域 

管理区域の周辺の区域であって，当該区域の外側のいかなる場所に

おいてもその場所における線量が「線量限度等を定める告示」に定め

る線量限度を超えるおそれのない区域を周辺監視区域として設定す

る。 

 

1.3 管理区域内の管理 

(1) 管理区域については，「実用炉規則」に基づき，次の措置を講じる。 

a. 壁，柵等の区画物によって区画するほか，標識を設けることによ

って明らかに他の場所と区別し，かつ，放射線等の危険性の程度に

応じて，人の立入制限，鍵の管理等の措置を講じる。 
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b. 放射性物質を経口摂取するおそれのある場所での飲食及び喫煙

を禁止する。 

c. 床，壁，その他人の触れるおそれのある物であって，放射性物質

によって汚染されたものの表面の放射性物質の密度が，「線量限度

等を定める告示」に定める表面密度限度を超えないようにする。 

d. 管理区域から人が退去し又は物品を持ち出そうとする場合には，

その者の身体及び衣服，履物等身体に着用している物並びにその持

ち出そうとする物品（その物品を容器に入れ又は包装した場合には，

その容器又は包装）の表面の放射性物質の密度が「線量限度等を定

める告示」に定める表面密度限度の十分の一を超えないようにする。 

(2) 管理区域内は，場所により外部放射線に係る線量当量率，放射線業

務従事者及び放射線業務従事者以外の者で管理区域に一時的に立ち

入る者（以下「放射線業務従事者等」という。）の立入頻度等に差異

があるため，これらのことを考慮して以下のとおり管理を行う。 

a. 放射線業務従事者等を不必要な外部被ばくから防護するため，放

射線遮蔽体を必要な期間維持管理するとともに，線量当量率を考慮

し，遮蔽体を設置する。 

b. 放射線業務従事者等を放射性物質での汚染による被ばくから防

護するため，換気設備を必要な期間維持管理する。また，防護具の

着用等の必要な措置を講じる。 

c. 管理区域は，外部放射線に係る線量に起因する管理区域と，空気

中の放射性物質の濃度又は床等の表面の放射性物質の密度に起因

する管理区域とに区分し，段階的な出入管理を行うことにより管理

区域へ立ち入る者の被ばく管理等が容易かつ確実に行えるように

する。 



3-4 

(3) 管理区域内空間の外部放射線に係る線量当量率を把握するため，管

理区域内の主要部分における外部放射線に係る線量当量率をエリア

モニタにより測定する。また，放射線業務従事者等が特に頻繁に立ち

入る箇所については，定期的にサーベイメータによる外部放射線に係

る線量当量率の測定を行う。 

(4) 管理区域内の空気中の放射性物質の濃度及び床等の表面の放射性

物質の密度を把握するため，放射線業務従事者等が特に頻繁に立ち入

る箇所については，サンプリングによる測定を定期的に行う。 

 

1.4 保全区域内の管理  

保全区域については，「実用炉規則」に基づき，標識を設ける等の方

法によって明らかに他の場所と区別し，かつ，管理の必要性に応じて人

の立入制限等の措置を講じる。 

 

1.5 周辺監視区域内の管理 

周辺監視区域については，「実用炉規則」に基づき，人の居住を禁止

し，境界に柵又は標識を設ける等の方法により，周辺監視区域に業務上

立ち入る者以外の立ち入りを制限する。 

周辺監視区域の外部放射線に係る線量，空気中の放射性物質の濃度及

び表面の放射性物質の密度は，「線量限度等を定める告示」に定める値

以下に保つ。 

具体的には，放射線遮蔽体を必要な期間維持管理する等により，管理

区域の外側における外部放射線に係る線量が，３月間につき1.3mSv以下

になるように管理する。 

また，空気中及び水中の放射性物質については，管理区域との境界を
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壁等によって区画するとともに，管理区域内の放射性物質の濃度の高い

空気及び水が，容易に流出することのないよう，換気設備及び液体廃棄

物の廃棄設備を必要な期間維持管理する。 

表面の放射性物質の密度については，人及び物品の出入管理を十分に

行う。 

 

1.6 個人被ばく管理 

放射線業務従事者の個人管理は，線量を測定・評価するとともに定期

的及び「線量限度等を定める告示」に定める線量限度を超えて被ばくし

た場合等に健康診断を実施し，身体的状態を把握することによって行う。 

なお，放射線業務従事者以外の者で管理区域に一時的に立ち入る者に

は，外部被ばくによる線量の測定等により管理を行う。 

 

1.7 放射性廃棄物の放出管理 

放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の放出に当たっては，周辺監

視区域外の空気中及び水中の放射性物質の濃度が「線量限度等を定める

告示」に定める値を超えないように厳重な管理を行う。 

さらに，「線量目標値に関する指針」に基づき，発電所から放出され

る放射性物質について放出管理の目標値を定めるとともに，放射性物質

の濃度の測定を行い，これを超えないように努める。 

(1) 放射性気体廃棄物 

放射性気体廃棄物を放出する場合は，排気中の放射性物質の濃度を

排気モニタによって常に監視する。 

(2) 放射性液体廃棄物 

放射性液体廃棄物を放出する場合には，あらかじめタンクにおいて
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サンプリングし，放射性物質の濃度を測定する。 

また，排水中の放射性物質の濃度は，排水モニタによって常に監視

する。 

 

1.8 周辺監視区域境界及び周辺地域の放射線監視 

前項で述べたように，放射性廃棄物の放出に当たっては，厳重な管理

を行うが，異常がないことを確認するため，周辺監視区域境界付近及び

周辺地域の放射線監視を行う。 

(1) 空間放射線量等の監視 

空間放射線量は，周辺監視区域境界付近及び周辺地域に設置してい

るモニタリングポイントの積算線量計により測定する。 

空間放射線量率は，周辺監視区域境界付近に設置しているモニタリ

ングポスト及びモニタリングステーションで測定する。 

(2) 環境試料の放射能監視 

周辺環境の放射性物質の濃度の長期的傾向を把握するため，次のよ

うに環境試料の測定を行う。 

 環境試料の種類 ： 空気中放射性粒子，海水，海底土，海洋生

物，陸土，陸上生物 

 頻     度 ： 原則として四半期又は半期に１回 

 測 定 核 種 ： 核分裂生成物及び腐食生成物のうち，主要

な核種 

(3) 異常時における測定 

放射性廃棄物の放出は，排気モニタ及び排水モニタにより常に監視

し，その指示に万一異常があれば適切な措置をとるものとする。 

万一異常放出があった場合等は，モニタリングポスト及びモニタリ
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ングステーションにより測定するほか，モニタリングカーにより敷地

周辺の放射能測定を行い，その範囲，程度等の推定を迅速かつ確実に

行う。 

 

2. 被ばく評価 

１号炉の廃止措置中における放射線業務従事者の被ばく評価及び周辺

公衆の平常時の被ばく評価は，以下のとおりである。 

 

2.1 放射線業務従事者の被ばく評価 

(1) 解体工事準備期間 

解体工事準備期間の放射線業務従事者の総被ばく線量は，汚染の除

去，汚染状況の調査，発電用原子炉施設の維持管理等を考慮して評価

した結果から，約1.4人・Svと推定する。 

(2) 原子炉領域周辺設備解体撤去期間 

原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降については，汚染状況の調査

結果，解体工法等についての検討結果を踏まえ，原子炉領域周辺設備

解体撤去期間に入るまでに評価を実施し，廃止措置計画に反映し変更

の認可を受ける。 

 

2.2 周辺公衆の平常時の被ばく評価 

廃止措置中に環境に放出される放射性気体廃棄物及び放射性液体廃

棄物中の放射性物質により周辺公衆が受ける被ばく線量を評価する。ま

た，廃止措置中の直接線及びスカイシャイン線による被ばく線量を評価

する。 
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2.2.1 解体工事準備期間 

2.2.1.1 放射性気体廃棄物の放出による被ばく 

解体工事準備期間における環境への放射性物質の放出に伴い周

辺公衆が受ける被ばく線量は，「線量目標値に関する指針」，「発電

用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針」（以下「線

量目標値に対する評価指針」という。），「発電用軽水型原子炉施設

の安全審査における一般公衆の線量評価について」（以下「一般公

衆線量評価」という。），「発電用原子炉施設の安全解析に関する気

象指針」（以下「気象指針」という。）及び「原子炉設置許可申請書 

添付書類九」における放射性気体廃棄物による実効線量の評価方法

を参考として評価する。 

なお，評価においては，2001年１月から2001年12月の１年間にお

ける気象データを使用する。また，評価に使用する気象データは，

近年の気象データによる異常年検定を行い，異常がないことを確認

している。 

(1) 放射性気体廃棄物の推定放出量 

a. 放出量評価方法（１号及び２号炉） 

解体工事準備期間に１号及び２号炉から発生する放射性気体

廃棄物の主なものは，「原子炉設置許可申請書 添付書類九」に

示す原子炉運転中の放射性気体廃棄物のうち，原子炉格納容器の

換気及び原子炉補助建家の換気により放出される放射性希ガス

（以下「希ガス」という。）である。希ガスについては，「原子炉

設置許可申請書 添付書類九」の評価対象核種のうち，Ｋｒ－８

５を除いた核種は，半減期が短く，原子炉の運転を終了している

こと及び原子炉の運転を停止してから長時間が経過しているこ
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とから，放出量は無視できる。また，放射性よう素（以下「よう

素」という。）についても，半減期が短く，放出量は無視できる。 

以上のことから，解体工事準備期間に１号及び２号炉から放出

される放射性気体廃棄物については，原子炉運転中に生成され１

次冷却材中に含まれていた希ガス（Ｋｒ－８５）が原子炉停止以

降に減衰し，解体工事準備期間に年間を通じて放出されるものと

して評価する。減衰期間は，原子炉停止からの期間を考慮し１号

炉は５年，２号炉は６年とする。 

(a) 計算式 

解体工事準備期間に１号及び２号炉から放出される放射性

気体廃棄物の量は次式を用いて計算する。 

Ｑ＝ＡＷ・Ｗｍ         …………………（３－１） 

Ｑ ：放出される希ガス（Ｋｒ－８５）の量 

（Bq／y） 

ＡＷ ：１次冷却材中の希ガス（Ｋｒ－８５）濃度（１号炉は

５年，２号炉は６年減衰後）       （Bq／g） 

Ｗｍ ：１次冷却材保有量（原子炉運転中）           (ｇ) 

(b) 計算条件 

（３－１）式の計算に用いたパラメータを第3.2.1表に示す。 

b. 放出量評価方法（３号炉） 

３号炉から放出される放射性気体廃棄物（希ガス及びよう素）

の量は，「原子炉設置許可申請書 添付書類九」に示す値とする。 

c. 放出量評価結果 

解体工事準備期間における放射性気体廃棄物の年間放出量を

第3.2.2表に示す。  
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第3.2.2表 解体工事準備期間における放射性気体廃棄物の年間放出量 

（単位：Bq／y） 

原子炉  

核種 
１号炉 ２号炉 ３号炉※ 

希
ガ
ス 

Ｋｒ－８５ｍ ～０ ～０ 1.6×10１２ 

Ｋｒ－８５ 4.3×10１２ 4.0×10１２ 1.5×10１４ 

Ｋｒ－８７ ～０ ～０ 9.6×10１１ 

Ｋｒ－８８ ～０ ～０ 2.8×10１２ 

Ｘｅ－１３１ｍ ～０ ～０ 7.8×10１２ 

Ｘｅ－１３３ｍ ～０ ～０ 2.4×10１２ 

Ｘｅ－１３３ ～０ ～０ 2.0×10１４ 

Ｘｅ－１３５ｍ ～０ ～０ 9.1×10１０ 

Ｘｅ－１３５ ～０ ～０ 3.3×10１２ 

Ｘｅ－１３８ ～０ ～０ 4.9×10１１ 

放出量合計 4.3×10１２ 4.0×10１２ 3.7×10１４ 

γ線実効エネルギ 

（MeV／dis） 
2.2×10－３ 2.2×10－３ 4.8×10－２ 

よ
う
素 

Ｉ－１３１ ～０ ～０ 7.7×10９ 

Ｉ－１３３ ～０ ～０ 1.0×10１０ 

※：３号炉から放出される放射性気体廃棄物（希ガス及びよう素）の年間放

出量は「原子炉設置許可申請書 添付書類九」に示す値。 
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d. 解体工事準備期間における放出管理目標値 

第3.2.2表に示す年間放出量から，解体工事準備期間における

放射性気体廃棄物中の希ガス及びよう素の放出管理目標値（１，

２，３号炉合算）を第3.2.3表のとおり設定し，これを超えない

ように努める。 

 

第3.2.3表 解体工事準備期間における放射性気体廃棄物中の希ガス 

及びよう素の放出管理目標値（１，２，３号炉合算） 

項目 放出管理目標値（Bq／y） 

希ガス 3.7×10１４ 

よう素（Ｉ－１３１） 7.7×10９ 

 

(2) 放射性気体廃棄物による実効線量 

a. 実効線量評価の概要 

放射性気体廃棄物による実効線量の計算は，将来の集落の形成

を考慮し，３号原子炉を中心として16方位に分割したうちの陸側

９方位の敷地境界外について行い，希ガスのγ線による実効線量

が最大となる地点での線量を求める。 

b. 実効線量評価方法（１号及び２号炉） 

解体工事準備期間に１号及び２号炉から放出される放射性気

体廃棄物による実効線量は，「原子炉設置許可申請書 添付書類

九」を参考とし，第3.2.2表に示す希ガス（Ｋｒ－８５）が原子

炉補助建家の換気により年間を通じて連続的に放出されるもの

として評価する。放射性気体廃棄物を放出する排気筒の高さは，

１号炉地上高約68ｍ，２号炉地上高約68ｍであるが，実効線量の
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評価においては，保守的に地上放出として評価する。 

(a) 計算に用いる基本式 

γ線による空気カーマ率を求める基本式は次式のとおりで

ある。 

                                                        ｅ－μ・ｒ 
Ｄγ(ｘ′,ｙ′,０)＝Ｋ１･Ｅγ･μａ･                      

                                                        ４πｒ２  

･Ｂ(μ･ｒ)･χ(ｘ,ｙ,ｚ)ｄｘｄｙｄｚ 

…………………（３－２） 

                         Ｑ                ｘ          ｙ２  
      χ(ｘ,ｙ,ｚ)＝                ･exp(－λ     )･exp(－      ) 
                     ２π･σy･σｚ･Ｕ          Ｕ        ２σｙ

２  

                               (ｚ－ｈ)２          (ｚ＋ｈ)２     
                     ･〔exp{－           }＋exp{－            }〕 
                                ２σｚ

２             ２σｚ
２      

…………………（３－３） 

     Ｄγ(ｘ′,ｙ′,０)：計算地点(ｘ′,ｙ′,０)におけるγ線による空 

気カーマ率                     (μGy／h) 

                                                  dis･m３･μGy 
Ｋ１ ：空気カーマ率への換算係数    (             ) 

                                                    MeV･Bq･h 

Ｅγ ：γ線の実効エネルギ              (MeV／dis) 

μａ ：空気に対するγ線の線エネルギ吸収係数(ｍ－１) 

ｒ ：放射性雲中の点(ｘ,ｙ,ｚ)から計算地点(ｘ′, 

                     ｙ′，０)までの距離  

               ｒ＝  (ｘ′－ｘ)２＋(ｙ′－ｙ)２＋(０－ｚ)２      (ｍ) 

μ ：空気に対するγ線の線減衰係数        (ｍ－１) 

Ｂ(μ･ｒ) ：空気に対するγ線の再生係数  

                     Ｂ(μ･ｒ)＝１＋αＢ･(μ･ｒ)＋βＢ･(μ･ｒ)２  

                                ＋γＢ･(μ･ｒ)３  

∞ 

０ 

∞ 

－∞  

∞ 

０ 
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                     αＢ，βＢ，γＢはγ線のエネルギ別に与えられる。 

χ(ｘ，ｙ，ｚ) ：放射性雲中の点(ｘ，ｙ，ｚ)における 

放射性物質の濃度             (Bq／m３) 

Ｑ ：放出率                             (Bq／s) 

Ｕ ：放出源高さを代表する風速            (m／s) 

λ ：放射性物質の物理的崩壊定数          (ｓ－１) 

ｈ ：放出源の有効高さ                      (ｍ) 

σｙ ：濃度分布のｙ方向の拡がりのパラメータ  (ｍ) 

σｚ ：濃度分布のｚ方向の拡がりのパラメータ  (ｍ) 

(b) 実効線量の計算式 

解体工事準備期間の希ガスのγ線による実効線量は方位別

に次式を用いて計算する。 

Ｈγ＝Ｈγｃｏｎｔ            …………………（３－４）  

Ｈγ ：希ガスのγ線による方位別年間実効線量  

                                       (μSv／y) 

Ｈγｃｏｎｔ：連続放出分の希ガスのγ線による方位別年間

実効線量                       (μSv／y) 

連続的に放出される希ガスのγ線による実効線量は，次式を

用いて計算する。 

                        Ｆ                                   
Ｈγｃｏｎｔ＝Σ(ＨγｃｏｎｔＳ＋Ｈ′γｃｏｎｔＳ＋Ｈ"γｃｏｎｔＳ)  

                       Ｓ＝Ａ                               

…………………（３－５） 

                                    Ｑｃｏｎｔ･Ｅγｃｏｎｔ       
ＨγｃｏｎｔＳ＝Ｋ２･ｆｈ･ｆｏ･                 ･Ｄγｓ  

                                       3,600×0.5            
                           １                                   
                         ･    ･ＳＬＳ       …………………（３－６） 
                           Ｎｔ                                  
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                                      Ｑｃｏｎｔ･Ｅγｃｏｎｔ         
Ｈ′γｃｏｎｔＳ＝Ｋ２･ｆｈ･ｆｏ･                 ･Ｄ′γｓ  

                                       3,600×0.5     
                           １                 
                         ･    ･Ｓ′ＬＳ      …………………（３－７） 
                           Ｎｔ                                 
                                  Ｑｃｏｎｔ･Ｅγｃｏｎｔ    

Ｈ"γｃｏｎｔＳ＝Ｋ２･ｆｈ･ｆｏ･                ･Ｄ"γｓ  
                                        3,600×0.5             
                           １               
                         ･     ･Ｓ"ＬＳ     …………………（３－８） 
                           Ｎｔ             

ＨγｃｏｎｔＳ：風が着目方位へ向かっており，大気安定度 

がＳであるときの着目地点における希ガス 

のγ線による年間実効線量     (μSv／y) 

Ｈ′γｃｏｎｔＳ，Ｈ"γｃｏｎｔＳ：それぞれ，風が着目方位に隣  

接する方位へ向かっており，大気安定度が 

Ｓであるときの着目地点における希ガスの 

γ線による年間実効線量       (μSv／y) 

Ｓ：６つの大気安定度型（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ）を 

示す添字  

Ｋ２：空気カーマから実効線量への換算係数 

(μSv／μGy) 

ｆｈ：家屋による遮蔽係数  

ｆｏ：居住係数 

Ｄγｓ：放出率１Bq／s，γ線エネルギ 0.5MeV／dis,風

速１m／sで着目方位へ放出した場合，大気安定

度がＳであるときの当該距離におけるγ線によ

る空気カーマ率の方位内平均値     (μGy／h) 

Ｄ′γｓ，Ｄ"γｓ：それぞれ，放出率１Bq／s，γ線エ

ネルギ 0.5MeV／dis，風速１m／s

で着目方位に隣接する方位へ放出
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した場合，大気安定度がＳであると

きの着目方位の当該距離における

γ線による空気カーマ率の方位内

平均値                (μGy／h) 

Ｄγｓ，Ｄ′γｓ及びＤ"γｓは 

（３－２）式を基本式として求める。 

Ｑｃｏｎｔ：原子炉補助建家の換気中の希ガスの年間放出量 

 (Bq／y) 

Ｅγｃｏｎｔ：原子炉補助建家の換気中の希ガスのγ線実効 

エネルギ                      (MeV／dis) 

Ｎｔ：総観測回数                           (ｙ－１) 

ＳＬＳ：風が着目方位へ向かっており，大気安定度がＳで 

あるときの風速逆数の総和             (s／m) 

Ｓ′ＬＳ，Ｓ"ＬＳ：それぞれ，風が着目方位に隣接する方位  

へ向かっており，大気安定度がＳである 

ときの風速逆数の総和         (s／m) 

Ｌ：16方位(計算方位)を示す添字 

(c) 計算条件 

（３－２）式～（３－８）式の計算に用いたパラメータを第

3.2.4表～第3.2.6表に示す。 

c. 実効線量評価方法（３号炉） 

３号炉から放出される放射性気体廃棄物中の希ガスのγ線に

よる実効線量は，「原子炉設置許可申請書 添付書類九」に示す

値とする。 

また，放射性気体廃棄物中のよう素による実効線量については，
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「2.2.1.3 よう素の放出による被ばく」に示す。 

d. 実効線量評価結果 

解体工事準備期間における希ガスのγ線により，陸側９方位の

敷地境界外について，実効線量の計算を行った結果を第3.2.9表

に，評価地点を第3.2.1図に示す。これによれば，陸側９方位の

敷地境界外で希ガスのγ線による実効線量が最大となるのは，３

号炉心から南東方向約500ｍの地点であり，その実効線量は年間

約1.1μSvである。 

 

第3.2.9表 解体工事準備期間の敷地境界外における希ガスのγ線による 

年間実効線量 

（単位：μSv／y） 

評 価 

地 点 

の方位 

３号炉心から 

敷地境界まで 

の距離（ｍ） 

実効線量 

１号炉 ２号炉 ３号炉※ 合計 

ＥＮＥ 520 3.7×10－４ 1.7×10－４ 3.6×10－１ 3.6×10－１ 

Ｅ 520 3.5×10－４ 3.2×10－４ 6.2×10－１ 6.3×10－１ 

ＥＳＥ 510 4.4×10－４ 4.4×10－４ 8.0×10－１ 8.0×10－１ 

ＳＥ 500 5.1×10－４ 4.7×10－４ 1.0 1.1 

ＳＳＥ 580 4.7×10－４ 5.2×10－４ 6.1×10－１ 6.1×10－１ 

Ｓ 680 3.6×10－４ 4.0×10－４ 4.7×10－１ 4.8×10－１ 

ＳＳＷ 790 4.6×10－４ 5.4×10－４ 5.8×10－１ 5.9×10－１ 

ＳＷ 950 3.6×10－４ 4.0×10－４ 9.8×10－１ 9.8×10－１ 

ＷＳＷ 890 1.3×10－３ 6.5×10－４ 5.2×10－１ 5.3×10－１ 

※：３号炉から放出される放射性気体廃棄物中の希ガスのγ線による実効線

量は「原子炉設置許可申請書 添付書類九」に示す値。 
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2.2.1.2 放射性液体廃棄物の放出による被ばく 

解体工事準備期間における環境への放射性物質の放出に伴い周

辺公衆が受ける被ばく線量は，「線量目標値に関する指針」，「線量

目標値に対する評価指針」，「一般公衆線量評価」及び「原子炉設置

許可申請書 添付書類九」における放射性液体廃棄物による実効線

量の評価方法を参考として評価する。 

(1) 放射性液体廃棄物の推定放出量 

解体工事準備期間に１号及び２号炉から発生する放射性液体廃

棄物は，「原子炉設置許可申請書 添付書類九」に示す原子炉運転

中と同様な廃棄物である。 

放出管理目標値は，１号及び２号炉の運転終了と１号炉海水ポン

プの廃止に伴う復水器冷却水等の量の減少を考慮し，実効線量の計

算に用いる海水中における放射性物質の濃度を原子炉運転中と同

等に維持するよう，以下のとおり変更する。 

a. 海水中における放射性物質の濃度 

１号，２号及び３号炉の運転中においては，放射性液体廃棄物

の放出管理目標値を１号，２号及び３号炉の合計（トリチウムを

除く）で1.1×10１１Bq／yに設定して放出管理していた。 

「原子炉設置許可申請書 添付書類九」では，放射性液体廃棄

物中に含まれる放射性物質に起因する実効線量の計算に用いる

海水中における放射性物質の濃度は，１，２号炉及び３号炉の放

射性物質の年間放出量をそれぞれの年間の復水器冷却水等の量

で除した放水口における濃度のいずれか大きい方としている。 

b. 解体工事準備期間における放出管理目標値 

原子炉運転中の実効線量の計算に用いる海水中における放射
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性物質の濃度は，原子炉運転中の復水器冷却水等の量を基に計算

している。  

１号及び２号炉の運転終了に伴い，１号及び２号炉の復水器冷

却水等の量を減少させるが，実効線量の計算に用いる海水中にお

ける放射性物質の濃度を原子炉運転中と同等に維持するよう，１

号及び２号炉の年間放出量を減少させる。 

１号炉海水ポンプの廃止以降，１号炉から発生する放射性液体

廃棄物は，２号炉から放出する。 

解体工事準備期間における放射性液体廃棄物の年間放出量を

第3.2.10表に示す。 

以上を踏まえ，解体工事準備期間における放射性液体廃棄物中

の放射性物質（トリチウムを除く）の放出管理目標値（１，２，

３号炉合算）を第3.2.11表のとおり設定し，これを超えないよう

に努める。 
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第3.2.10表 解体工事準備期間における放射性液体廃棄物の年間放出量 

（単位：Bq／y） 

核種 １号炉※１ ２号炉 ３号炉※２ 

Ｃｒ－５１ － 1.71×10７ 7.40×10８ 

Ｍｎ－５４ － 2.57×10７ 1.11×10９ 

Ｆｅ－５９ － 1.71×10７ 7.40×10８ 

Ｃｏ－５８ － 8.57×10７ 3.70×10９ 

Ｃｏ－６０ － 1.28×10８ 5.55×10９ 

Ｓｒ－８９ － 1.71×10７ 7.40×10８ 

Ｓｒ－９０ － 8.57×10６ 3.70×10８ 

Ｉ－１３１ － 1.28×10８ 5.55×10９ 

Ｃｓ－１３４ － 1.71×10８ 7.40×10９ 

Ｃｓ－１３７ － 2.57×10８ 1.11×10１０ 

放出量合計 

（Ｈ－３を除く） 
－ 8.5 ×10８ 3.7 ×10１０ 

Ｈ－３ － 8.5 ×10１１ 5.55×10１３ 

年間の復水器冷却水等の量 

（m３／y） 
－ 2.19×10７ 1.63×10９ 

※１：１号炉から発生する放射性液体廃棄物は２号炉から放出する。 

※２：３号炉における放射性液体廃棄物の年間放出量及び年間の復水器冷却

水等の量は「原子炉設置許可申請書 添付書類九」に示す値。 
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第3.2.11表 解体工事準備期間における放射性液体廃棄物中の 

放射性物質（トリチウムを除く）の放出管理目標値 

（１，２，３号炉合算） 

項目 放出管理目標値（Bq／y） 

放射性液体廃棄物中の放射性物質 

（トリチウムを除く） 
3.7×10１０ 

 

(2) 放射性液体廃棄物による実効線量 

a. 実効線量評価の概要 

放射性液体廃棄物による実効線量の計算は，発電用原子炉施設

の前面海域に生息する海産物を摂取することによって放射性物

質を体内摂取した場合について行う。 

ただし，放射性液体廃棄物中のよう素による実効線量の計算に

ついては，「2.2.1.3 よう素の放出による被ばく」に示す。 

海水中の放射性物質の濃度は，１，２号炉及び３号炉の放射性

物質の年間放出量をそれぞれの年間の復水器冷却水等の量で除

した放水口における濃度のいずれか大きい方とする。 

また，前面海域での拡散による希釈効果は考慮しない。 

b. 実効線量評価方法 

解体工事準備期間における放射性液体廃棄物による実効線量

は，「原子炉設置許可申請書 添付書類九」と同様に１，２号炉

及び３号炉の放水口における海水中の放射性物質の濃度を用い

て，「線量目標値に対する評価指針」に基づき評価する。 

(a) 実効線量の計算式 

放射性液体廃棄物による実効線量は次式を用いて計算する。 
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ＨＷ＝365･ΣＫＷｉ･ＡＷｉ       …………………（３－９） 
                       ｉ        

ＡＷｉ＝ＣＷｉ･Σ{(ＣＦ)ｉｋ･ＷＴｋ･ｆｍｋ･ｆｉｋ}  
                        ｋ   

ＨＷ：海産物を摂取した場合の実効線量    (μSv／y) 

365：年間日数への換算係数                 (d／y) 

ＫＷｉ：核種ｉの実効線量係数            (μSv／Bq) 

ＡＷｉ：核種ｉの海産物摂取による摂取率     (Bq／d) 

ＣＷｉ：海水中の核種ｉの濃度             (Bq／cm３) 

                                                       Bq／g   
 (ＣＦ)ｉｋ：核種ｉの海産物ｋに対する濃縮係数  (        ) 

                                                       Bq／cm３  

ＷＴｋ：海産物ｋの摂取量                    (g／d) 

ｆｍｋ：海産物ｋの市場希釈係数  

ｆｉｋ：海産物ｋの採取から摂取までの核種ｉの減衰比  

                     0.693                                  
        ｆｉｋ＝exp(－         ･ｔｋ) (魚類,無せきつい動物に対して) 
                     ＴｒＴｉ                                

                3      ＴｒＴｉ               0.693         9 
ｆｉｋ＝     ＋             {１－exp(－        ×365×    )} 

               12    0.693×365            ＴｒＴｉ        12 

                                               (海藻類に対して) 

ＴｒＴｉ：核種ｉの物理的半減期                 (ｄ) 

ｔｋ：海産物ｋ(海藻類を除く）の採取から摂取までの期間

                                                           (ｄ) 

(b) 計算条件 

（３－９）式の計算に用いたパラメータを第3.2.12表に示す。 

c. 実効線量評価結果 

放射性液体廃棄物中の放射性物質による実効線量の評価結
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果は，海水中における放射性物質の濃度を原子炉運転中と同等

に維持するため，「原子炉設置許可申請書 添付書類九」に記

載の値と同等となり，１号，２号及び３号炉による放射性液体

廃棄物中に含まれる放射性物質（よう素を除く）による実効線

量は，年間約2.8μSvである。 

 

2.2.1.3 よう素の放出による被ばく 

(1) 放射性気体廃棄物中のよう素による実効線量 

「2.2.1.1(1) 放射性気体廃棄物の推定放出量」で述べたように，

放射性気体廃棄物中のよう素について，解体工事準備期間における

１号及び２号炉からの放出量は無視できる。 

３号炉から放出される放射性気体廃棄物中のよう素による実効

線量は，「原子炉設置許可申請書 添付書類九」における評価結果

を用いる。 

放射性気体廃棄物中のよう素による実効線量を第3.2.16表に，評

価地点を第3.2.1図に示す。 

これによると，放射性気体廃棄物中のよう素の吸入摂取及び葉菜

摂取による実効線量が最大となるのは幼児の場合であり，年間約

0.44μSvとなる。 
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第3.2.16表 解体工事準備期間における放射性気体廃棄物中のよう素に 

よる実効線量（１，２，３号炉合算） 

（単位：μSv／y） 

摂取経路 核種 成人 幼児 乳児 

吸入摂取 
Ｉ－１３１ 4.4×10－２ 7.9×10－２ 4.9×10－２ 

Ｉ－１３３ 1.2×10－２ 2.5×10－２ 1.8×10－２ 

葉菜摂取 
Ｉ－１３１ 1.4×10－１ 3.2×10－１ 2.4×10－１ 

Ｉ－１３３ 6.0×10－３ 1.6×10－２ 1.5×10－２ 

合計 2.0×10－１ 4.4×10－１ 3.2×10－１ 

 

(2) 放射性液体廃棄物中のよう素による実効線量 

a. 実効線量評価の概要 

 放射性液体廃棄物中のよう素による実効線量の計算は，成人，

幼児及び乳児が，発電用原子炉施設の前面海域に生息する海産物

を摂取することによって，よう素を体内摂取した場合について行

う。 

 海水中のよう素の濃度は，「2.2.1.2(2) 放射性液体廃棄物に

よる実効線量」と同様な方法で計算する。 

b. 実効線量評価方法 

解体工事準備期間における放射性液体廃棄物中のよう素によ

る実効線量は，「原子炉設置許可申請書 添付書類九」と同様に

１，２号炉及び３号炉の放水口における海水中の放射性物質の濃

度を用いて，「線量目標値に対する評価指針」に基づき評価する。 

(a) 実効線量の計算式 

放射性液体廃棄物中のよう素による実効線量は，海藻類を摂
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取する場合としない場合とに分けて，それぞれ以下の式を用い

て計算する。 

ⅰ. 海藻類を摂取する場合 

Ａｗｔｈｉ  
Ｈｗｔｈ＝Ｋ３・Σ        ・ｑｓ・(SEE)ｉ・ｆｓｉ  

                            ｉ  Ａｓ                           
…………………（３－10）  

Ａｗｔｈｉ＝Ｃｗｉ・Σ{(ＣＦ)ｉｋ・Ｗｋ・ｆｍｋ・ｆｉｋ} 
                              ｋ   

Ａｓ＝Ｃｗｓ・Σ{(ＣＦ)ｉｋ・Ｗｋ} 
                           ｋ  

Ｈｗｔｈ：海産物を摂取した場合の実効線量(μSv／y) 
                                                   dis･g･μSv 

Ｋ３：実効線量への換算係数       (             ) 
                                                    MeV･Bq･y 

Ａｗｔｈｉ：核種ｉの海産物摂取による摂取率 (Bq／d) 

Ａｓ：安定よう素の海産物摂取による摂取率 (g／d) 

ｑｓ：甲状腺中の安定よう素量               (ｇ) 

(SEE)ｉ：核種ｉの甲状腺に対する比実効エネルギ  
                                                         MeV 
                                                      (        ) 
                                                        g･dis 

ｆｓｉ：核種ｉの甲状腺中比放射能の減衰係数  

Ｗｋ：海産物ｋの摂取量                   (g／d) 

Ｃｗｓ：海水中の安定よう素の濃度        (g／cm３) 

ⅱ. 海藻類を摂取しない場合 

ＨＦ＝365･ΣＫＴｉ･ＡＦｉ      …………………（３－11）  
                         ｉ  

ＡＦｉ＝Ｃｗｉ･Σ{(ＣＦ)ｉｋ･Ｗｋ･ｆｍｋ･ｆｉｋ} 
                           ｋ  

ＨＦ：海産物(海藻類を除く)を摂取した場合の実効線量  

                                                      (μSv／y) 
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ＡＦｉ：核種ｉの海産物（海藻類を除く）摂取による摂 

取率                              (Bq／d) 

ＫＴｉ：核種ｉの経口摂取による実効線量係数         

                                                     (μSv／Bq) 

(b) 計算条件 

（３－10）式及び（３－11）式の計算に用いたパラメータを

第3.2.17表に示す。 

c. 実効線量評価結果 

放射性液体廃棄物中のよう素による実効線量の評価結果は，海

水中における放射性物質の濃度を原子炉運転中と同等に維持す

るため，「原子炉設置許可申請書 添付書類九」に記載の値と同

等となり，１号，２号及び３号炉による放射性液体廃棄物中のよ

う素による実効線量は，第3.2.18表のとおりである。 

これによると，実効線量が最大となるのは，海藻類を摂取する

場合の乳児であり，その実効線量は年間約0.40μSvとなる。 

 

第3.2.18表 解体工事準備期間における放射性液体廃棄物中のよう素によ

る実効線量（１，２，３号炉合算） 

（単位：μSv／y） 

 成人 幼児 乳児 

海藻類を摂取する場合 1.1×10－１ 3.2×10－１ 4.0×10－１ 

海藻類を摂取しない場合 1.1×10－１ 2.5×10－１ 1.8×10－１ 

 

(3) 放射性気体廃棄物中及び放射性液体廃棄物中のよう素を同時に

摂取する場合の実効線量 
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a. 実効線量評価の概要 

 実効線量の計算は，空気中及び海水中によう素が存在するとき

の被ばく経路を考慮し，成人，幼児及び乳児が吸入摂取，葉菜摂

取及び海産物摂取によってよう素を体内摂取した場合について

行う。「2.2.1.1(1) 放射性気体廃棄物の推定放出量」で述べた

ように，放射性気体廃棄物中のよう素について，解体工事準備期

間における１号及び２号炉からの放出量は無視できる。 

 ３号炉から放出される放射性気体廃棄物中に含まれるよう素

の年平均地上空気中濃度は，「原子炉設置許可申請書 添付書類

九」における評価結果を用いる。放射性液体廃棄物中に含まれる

よう素の海水中の濃度は，「2.2.1.3(2) 放射性液体廃棄物中の

よう素による実効線量」の場合と同様な方法で計算する。 

b. 実効線量評価方法 

解体工事準備期間における放射性気体廃棄物中及び放射性液

体廃棄物中のよう素を同時に摂取する場合の実効線量は，「原子

炉設置許可申請書 添付書類九」と同様に，「線量目標値に対す

る評価指針」に基づき評価する。 

(a) 実効線量の計算式 

放射性気体廃棄物中及び放射性液体廃棄物中のよう素を同

時に摂取する場合の実効線量は，海藻類を摂取する場合としな

い場合とに分けて，それぞれ以下の式を用いて計算する。 

ⅰ. 海藻類を摂取する場合 

                             Ａｉ      
ＨＴ＝Ｋ３･Σ        ･ｑｓ･(SEE)ｉ･ｆｓｉ  

                         ｉ   Ａｓ         
…………………（３－12）  
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Ａｉ＝0.90ＡＩｉ＋ＡＶｉ＋ＡＷｔｈｉ  

ＨＴ：吸入摂取，葉菜摂取及び海産物摂取による実効線 

   量                                (μSv／y) 

Ａｉ：核種ｉの吸入摂取，葉菜摂取及び海産物摂取によ 

る摂取率                            (Bq／d) 

ＡＩｉ：３号炉から放出される放射性気体廃棄物中のよう

素における，核種ｉの吸入摂取による摂取率    

                                    (Bq／d) 

ＡＶｉ：３号炉から放出される放射性気体廃棄物中のよう

素における，核種ｉの葉菜摂取による摂取率    

                                    (Bq／d) 

ⅱ. 海藻類を摂取しない場合 

ＨＴＦ＝365Σ{ＫＩｉ･ＡＩｉ＋ＫＴｉ(ＡＶｉ＋ＡＦｉ)}    

                         ｉ               …………………（３－13） 

ＨＴＦ：吸入摂取，葉菜摂取及び海産物（海藻類を除く） 

           摂取による実効線量               (μSv／y) 

ＫＩｉ：核種ｉの吸入摂取による実効線量係数         

                                                     (μSv／Bq) 

(b) 計算条件 

（３－13）式の計算に用いたパラメータを第3.2.19表に示す。 

c. 実効線量評価結果 

放射性気体廃棄物中及び放射性液体廃棄物中のよう素を同時

に摂取する場合の実効線量を計算した結果を第3.2.20表に示す。 

これによると，実効線量が最大となるのは，海藻類を摂取しな

い場合の幼児であり，その実効線量は年間約0.69μSvである。 
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第3.2.20表 解体工事準備期間における放射性気体廃棄物中及び放射性 

液体廃棄物中のよう素を同時に摂取する場合の実効線量 

（１，２，３号炉合算） 

                                      （単位：μSv／y） 

 成人 幼児 乳児 

海藻類を摂取する場合 1.2×10－１ 3.5×10－１ 4.4×10－１ 

海藻類を摂取しない場合 3.0×10－１ 6.9×10－１ 5.0×10－１ 

 

2.2.1.4 直接線及びスカイシャイン線による線量 

解体工事準備期間は，原子炉運転中の定期検査時と同等の状態が

継続するが，１号及び２号炉は原子炉の運転を停止してから長時間

が経過しており，放射能は減衰している。また，既設の建家及び構

築物等を維持し，汚染の除去等に伴い発生する放射性固体廃棄物は，

固体廃棄物貯蔵庫等の保管容量を超えないように貯蔵保管し，安全

確保のために必要な機能を維持する。 

したがって，解体工事準備期間における発電用原子炉施設からの

直接線及びスカイシャイン線による実効線量は，年間50μSvを下回

る原子炉運転中の状態から，原子炉運転を前提とした１号及び２号

炉の原子炉格納容器からの実効線量を差し引いた値となる。 

以上のことから，発電用原子炉施設からの直接線及びスカイシャ

イン線による実効線量は，人の居住の可能性のある敷地境界外にお

いて年間50μSvを下回る。 

 

2.2.1.5 線量評価結果 

敷地境界外における１号，２号及び３号炉からの放射性気体廃棄
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物中の希ガスのγ線からの外部被ばくによる実効線量，放射性液体

廃棄物中の放射性物質（よう素を除く）の摂取に伴う内部被ばくに

よる実効線量及びよう素の摂取に伴う内部被ばくによる実効線量

は，それぞれ年間約1.1μSv，年間約2.8μSv及び年間約0.69μSvと

なり，合計は年間約4.6μSvである。 

この値は，「線量目標値に関する指針」に示される線量目標値の

年間50μSvを下回る。 

 

2.2.2 原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降 

原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降の評価については，原子炉領

域周辺設備解体撤去期間に入るまでに廃止措置計画の変更の認可を

受ける。 
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第 3.2.1 表 （３－１）式の計算に用いたパラメータ 

記号 単位 パラメータ 数値 

 

ＡＷ 

 

 

 

 

 

Ｗｍ 

 

  

Bq／g 

 

 

 

 

 

ｇ 

 

 

１次冷却材中の希ガス（Ｋｒ－85）

濃度（１号炉は５年，２号炉は６年

減衰後） 

 

 

 

１次冷却材保有量（原子炉運転中） 

 

 

(１号炉) 

3.49×10４ 

(２号炉) 

3.27×10４ 

 

(１,２号各炉) 

1.25×10８ 

  

 

第 3.2.4 表 （３－２）式の計算に用いたパラメータ 

記号  単位  パラメータ  数値  

 
 
Ｋ１  

 
 
μａ  

 
 

μ  
 
αＢ  

 
βＢ  

 
γＢ  

 

dis･m３･μGy 

MeV･Bq･h 
 

ｍ－１  
 
 

ｍ－１ 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

 
 
 空気カーマ率への換算係数  
 
 
 空気に対するγ線の線エネルギ  
 吸収係数  
 
 空気に対するγ線の線減衰係数  

 
 
4.46×10－４  

 
 
3.84×10－３  

 
 
1.05×10－２  

 
   1.000 
 
   0.4492 
 
   0.0038 

 

第 3.2.5 表 （３－３）式の計算に用いたパラメータ 

記号  単位  パラメータ  数値  

ｈ  ｍ  放出源の有効高さ   第3.2.7表に示す  
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第 3.2.6 表 （３－６）式～（３－８）式の計算に用いたパラメータ 

記号 単位 パラメータ 数値 

 

Ｋ２ 

 

 

ｆｈ 

 

ｆｏ 

 

Ｑｃｏｎｔ 

 

 

 

 

Ｅγｃｏｎｔ 

 

 

 

 

Ｎｔ 

 

ＳＬＳ 

 

 

 

Ｓ′ＬＳ 

 

Ｓ"ＬＳ 

 

 

  

μSv／μGy 

 

 

－ 

 

－ 

 

Bq／y 

 

 

 

 

MeV／dis 

 

 

 

 

ｙ－１ 

 

s／m 

 

 

 

 

s／m 

 

 

空気カーマから実効線量への換

算係数 

 

家屋による遮蔽係数 

 

居住係数 

 

原子炉補助建家の換気中の希ガ

スの年間放出量 

 

 

 

原子炉補助建家の換気中の希ガ

スのγ線実効エネルギ 

 

 

 

総観測回数 

 

風が着目方位へ向かっており，大

気安定度がＳであるときの風速

逆数の総和 

 

風が着目方位に隣接する方位へ

向かっており，大気安定度がＳで

あるときの風速逆数の総和 

 

 

 

0.8 

 

 

１ 

 

１ 

 

(１号炉) 

4.3×10１２ 

(２号炉) 

4.0×10１２ 

 

(１号炉) 

2.2×10－３ 

(２号炉) 

2.2×10－３ 

 

8,760 

 

 

 

 

  第3.2.8表に 

示す 
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第 3.2.7 表 敷地境界外における線量計算に用いた放出源の有効高さ 

 

計算地点 

の方位 

放出源の有効高さ（ｍ） 

１号炉 ２号炉 ３号炉 

陸 

側 

評 

価 

地 

点 

ＥＮＥ －※ ０ ５０ 

Ｅ ０ ０ ４０ 

ＥＳＥ ０ ０ ４０ 

ＳＥ ０ ０ ３０ 

ＳＳＥ ０ ０ ５０ 

Ｓ ０ ０ ４５ 

ＳＳＷ ０ ０ ５０ 

ＳＷ ０ ０ ７０ 

ＷＳＷ －※ ０ ６５ 

※：「－」は海側方位で該当なし。 
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第 3.2.8 表 線量計算に用いた気象条件 

計算地点の  
方位Ｌ  

方位Ｌへ向かう風の大気安定度別風速逆数の総和ＳＬＳ 

（s／m） 

Ａ  Ｂ  Ｃ  Ｄ  Ｅ  Ｆ※  

Ｎ  3.86  18.41  22.84  92.19  5.34  25.09  

ＮＮＥ  3.89  23.60  6.16  71.30  4.69  39.78  

ＮＥ  6.15  14.74  1.11  54.23  3.15  43.69  

ＥＮＥ  1.88  5.55  0.74  28.47  2.09  33.72  

Ｅ  12.68  40.85  5.32  72.64  3.63  48.16  

ＥＳＥ  36.40  31.51  5.66  108.23  3.81  48.94  

ＳＥ  24.48  57.94  11.30  127.69  3.47  48.87  

ＳＳＥ  19.87  34.37  6.60  114.50  5.06  39.82  

Ｓ  16.73  34.01  8.36  87.71  4.87  32.78  

ＳＳＷ  15.45  38.44  17.09  131.05  1.67  38.51  

ＳＷ  35.11  151.93  57.94  398.77  14.15  175.66  

ＷＳＷ  6.84  39.70  5.00  148.00  3.58  103.24  

Ｗ  0.54  9.05  0.97  54.53  0.30  29.45  

ＷＮＷ  2.05  7.62  2.07  70.80  5.55  38.60  

ＮＷ  2.61  13.29  5.84  134.15  14.40  54.32  

ＮＮＷ  2.63  13.09  11.34  109.22  8.34  29.14  

※：大気安定度ＦはＧを含む。 
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第 3.2.12 表 （３－９）式の計算に用いたパラメータ 

記号 単位 パラメータ 数値 

 

ＫＷｉ 

 

ＣＷｉ 

 
 

(ＣＦ)ｉｋ 
 
 

ＷＴｋ 

 

 

 

 

 

 

ｆｍｋ 

 

ｔｋ 

 

 

ＴｒＴｉ 

 

  

μSv／Bq 

 

Bq／cm３ 

 

Bq／g 

Bq／cm３ 

 

g／d 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

ｄ 

 

 

ｄ 

 

 

核種ｉの実効線量係数 

 

海水中の核種ｉの濃度 

 

核種ｉの海産物ｋに対する

濃縮係数 

 

海産物ｋの摂取量 

  魚類 

   無せきつい動物 

   海藻類 

   （生３箇月，生相当量 

    の乾物９箇月） 

 

海産物ｋの市場希釈係数 

 

海産物ｋ（海藻類を除く） 

の採取から摂取までの期間 

 

核種ｉの物理的半減期 

 

 

 

第3.2.13表に示す 

 

第3.2.14表に示す 

 
 
第3.2.15表に示す 

 
 

 

200 

 20 

 40 

 

 

 

１ 

 

０ 

 

 

ICRP Publication72 

による 
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第 3.2.13 表 放射性液体廃棄物中に含まれる核種ｉの実効線量係数 

核種 
実効線量係数 

Ｋｗｉ（μSv／Bq） 

Ｈ－３ 1.8×10－５ 

Ｃｒ－５１ 3.8×10－５ 

Ｍｎ－５４ 7.1×10－４ 

Ｆｅ－５９ 1.8×10－３ 

Ｃｏ－５８ 7.4×10－４ 

Ｃｏ－６０ 3.4×10－３ 

Ｓｒ－８９ 2.6×10－３ 

Ｓｒ－９０ 2.8×10－２ 

Ｃｓ－１３４ 1.9×10－２ 

Ｃｓ－１３７ 1.3×10－２ 
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第 3.2.14 表 放射性液体廃棄物の放水口濃度 

核種 
核種構成 

（％） 

放水口濃度Ｃｗｉ（Bq／cm３） 

１，２号炉放水口 ３号炉放水口 

Ｃｒ－５１ ２ 7.82×10－７ 4.54×10－７ 

Ｍｎ－５４ ３ 1.17×10－６ 6.81×10－７ 

Ｆｅ－５９ ２ 7.82×10－７ 4.54×10－７ 

Ｃｏ－５８ 10 3.91×10－６ 2.27×10－６ 

Ｃｏ－６０ 15 5.87×10－６ 3.40×10－６ 

Ｓｒ－８９ ２ 7.82×10－７ 4.54×10－７ 

Ｓｒ－９０ １ 3.91×10－７ 2.27×10－７ 

 Ｉ－１３１ 15 5.87×10－６ 3.40×10－６ 

Ｃｓ－１３４ 20 7.82×10－６ 4.54×10－６ 

Ｃｓ－１３７ 30 1.17×10－５ 6.81×10－６ 

Ｈ－３ － 3.91×10－２ 3.40×10－２ 
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第 3.2.15 表 濃縮係数 

核種 

                           Bq／g 
        濃縮係数(ＣＦ)ｉｋ（        ）  

               Bq／cm
３
 

魚類 無せきつい動物 海藻類 

Ｃｒ－５１ 4×10２ 2×10３ 2×10３ 

Ｍｎ－５４ 6×10２ 10４ 2×10４ 

Ｆｅ－５９ 3×10３ 2×10４ 5×10４ 

Ｃｏ－５８ 10２ 10３ 10３ 

Ｃｏ－６０ 10２ 10３ 10３ 

Ｓｒ－８９ １ ６ 10 

Ｓｒ－９０ １ ６ 10 

Ｉ－１３１ 10 50 4×10３ 

Ｃｓ－１３４ 30 20 20 

Ｃｓ－１３７ 30 20 20 

Ｈ－３ １ １ １ 
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第 3.2.17 表 （３－10）式及び（３－11）式の計算に用いたパラメータ 

記号 単位 パラメータ 数値 

 
 

Ｋ３ 
 

 
 

(SEE)ｉ 
 
 
 
 
 
 

ｑｓ 
 
 
 
 
ｆｓｉ 

 
 
 
 
 
 
 

Ｗｋ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ＣＷＳ 

 
ＫＴｉ 

 
 

 
dis･g･μSv 
MeV･Bq･y 

 

MeV 
g･dis 

 
 
 
 
 

ｇ 

 

 

 
 

－ 
 
 
 
 
 
 
 

g／d 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

g／cm３ 

 
μSv／Bq 

 
 

 
 
 実効線量への換算係数 
 
 
 
核種ｉの甲状腺に対する比実効 
エネルギ：  成 人 
 
       幼 児 
 
       乳 児 

 
 甲状腺中の安定よう素量： 
        成 人 
        幼 児 
        乳 児 
 
核種ｉの甲状腺中比放射能の
減衰係数：  成 人 
 
       幼 児 
 
       乳 児 
 
 
海産物ｋの摂取量 

成 人 
魚類        幼 児 
          乳 児 

成 人 
無せきつい動物   幼 児 
          乳 児 
海藻類       成 人 
（生３箇月，生相当 幼 児 
 量の乾物９箇月） 乳 児 
 
海水中の安定よう素の濃度 
 
核種ｉの経口摂取による実効 

線量係数：   成 人 

 

        幼 児 

 

        乳 児 
 

 
 

2.52×10２ 

 
 
 
Ｉ－131 0.010 
Ｉ－133 0.022 
Ｉ－131 0.058 
Ｉ－133 0.12 
Ｉ－131 0.15 
Ｉ－133 0.33 

 
 
1.2×10－２ 
成人の値の1／5.8 
成人の値の1／16 

 
 
Ｉ－131 0.1 
Ｉ－133 0.01 
Ｉ－131 0.3 
Ｉ－133 0.04 
Ｉ－131 0.4 
Ｉ－133 0.07 

 
 

200 
100 
40 
20 
10 
４ 
40 
20 
８ 

 
5×10－８ 

 
 

Ｉ－131 1.6×10－２ 

Ｉ－133 3.1×10－３ 

Ｉ－131 7.5×10－２ 

Ｉ－133 1.7×10－２ 

Ｉ－131 1.4×10－１ 

Ｉ－133 3.8×10－２ 
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第 3.2.19 表 （３－13）式の計算に用いたパラメータ 

記号 単位 パラメータ 数値 

 

ＫＩｉ 

 

 

 

 

 

 

 

 

μSv／Bq 

 

 

 

 

 

 

 

 

核種ｉの吸入摂取による実効 

線量係数：   成 人 

 

        幼 児 

 

        乳 児 

 

 

 

 

Ｉ－131 1.5×10－２ 

Ｉ－133 2.9×10－３ 

Ｉ－131 6.9×10－２ 

Ｉ－133 1.6×10－２ 

Ｉ－131 1.3×10－１ 

Ｉ－133 3.5×10－２ 
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第 3.2.1 図 評価地点 



 

 

 

添付書類四 

 

廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があった

場合に発生することが想定される事故の種類、程度、影響等に関

する説明書 
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１号炉の廃止措置中に想定される過失，機械又は装置の故障，地震，火災

その他の災害があった場合に放射性物質の放出を伴う事故とその影響を選

定し，敷地境界外における周辺公衆の最大の実効線量を評価することにより，

１号炉の廃止措置が周辺公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与え

ないことを示す。 

 

1. 解体工事準備期間の事故時における周辺公衆の受ける線量評価 

解体工事準備期間の事故時における周辺公衆の受ける線量評価は，「発

電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」及び「気象指針」を

参考とし，解体工事準備期間の事故を想定して実施する。 

 

1.1 事故の想定 

１号炉における炉心からの燃料の取出しは既に完了しており，「八 

核燃料物質の管理及び譲渡し」に記載のとおり使用済燃料を貯蔵してい

る。また，汚染された設備の解体撤去を行わず，「六 性能維持施設」

に記載のとおり，必要な設備について機能を継続して維持管理すること

から，原子炉運転中の定期検査時と同等の状態が継続する。 

したがって，解体工事準備期間の廃止措置工事に係る過失，機械又は

装置の故障により想定する事故，また，原子炉運転中と同様に想定され

る地震，火災等により想定する事故は，運転中の定期検査時の想定と同

様であることから，「原子炉設置許可申請書 添付書類十」において評

価している事故から，「燃料集合体の落下」及び「放射性気体廃棄物処

理施設の破損」を選定する。 

また，想定を超える自然災害等については，「添付書類六 性能維持

施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書」に
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示すとおり，使用済燃料貯蔵設備の冷却機能や冷却水が喪失し，使用済

燃料ピットから冷却水が大量に漏えいする事象における影響を確認し

ている。 

 

1.2 燃料集合体の落下 

(1) 事故の想定 

    この事故は，燃料取扱作業時に，何らかの理由によって燃料集合体

が落下して破損し，放射性物質が環境に放出される事象を想定する。 

    具体的には，燃料取扱作業中，燃料取扱装置の機械的故障によって，

取扱い中の燃料集合体が使用済燃料ピットに落下し，燃料被覆管の機

械的破損を生じるような事故として考える。 

(2) 評価対象核種 

  燃料集合体の落下における評価対象核種は，「原子炉設置許可申請

書 添付書類十」に示す希ガス及びよう素のうち，希ガスとする。よ

う素については，１号炉は原子炉の運転を終了していること及び原子

炉の運転を停止してから長時間が経過していることから，使用済燃料

ピット水中及び原子炉補助建家内への放出量は無視できる。 

(3) 放出量評価方法 

  燃料集合体の落下により大気中に放出される希ガスの量は，「原子

炉設置許可申請書 添付書類十」を参考に，以下の条件により算定す

る。 

a. 燃料取扱いに際し，使用済燃料ピット内で取扱い中の燃料集合体

１体が操作上の最高の位置から落下し，落下した燃料集合体の全燃

料棒の10％の燃料棒の被覆管が破損するものとする。 

b. 原子炉停止時の燃料ギャップ内の希ガスの量は，原子炉が全出力
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運転（定格出力の102％）された取替炉心のサイクル末期の最大出

力集合体（運転時間40,000時間）のものとする。 

c. 燃料取扱作業は，原子炉停止から５年後において開始され，この

時点で落下事故が生じるものとし，この間の減衰を考慮する。 

d. 破損した燃料棒の燃料ギャップ内の希ガスの全量が，使用済燃料

ピット水中に放出されるものとする。 

e. 使用済燃料ピット水中に放出された希ガスの水中への溶解を無

視し，全量が原子炉補助建家内に放出されるものとする。 

f. 原子炉補助建家内に放出された希ガスは，直接大気中に放出され

るものとする。 

g. 線量評価に必要な拡散，気象条件としては，放射性物質が地表面

から放出されると仮定し，第4.1.1表に示すとおり，「気象指針」に

基づいて計算された相対線量（Ｄ／Ｑ）を用いる。 

(4) 線量評価方法 

周辺公衆の受ける線量は，「原子炉設置許可申請書 添付書類十」

の燃料集合体の落下と同様に，地表面から大気中に放出された希ガス

が，放射性雲となって風下に流れ，この放射性雲の外部γ線による地

表面での実効線量として評価する。放射性雲からの外部γ線による実

効線量は次式を用いて評価する。 

Ｅγ＝Ｋ１・ＱＮ・（Ｄ／Ｑ）           …………………（４－１） 

Ｅγ ：外部γ線による実効線量                    （Sv） 

Ｋ１ ：空気カーマから実効線量への換算係数 (＝１Sv／Gy) 

ＱＮ ：希ガスの大気放出量(γ線エネルギ0.5MeV換算) (Bq) 

Ｄ／Ｑ ：γ線エネルギ0.5MeVにおける相対線量     (Gy／Bq) 

(5) 気象条件 
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  線量評価においては，2001年１月から2001年12月の１年間における

気象データを使用する。また，評価に使用する気象データは，近年の

気象データによる異常年検定を行い，異常がないことを確認してい

る。 

(6) 評価結果 

燃料集合体の落下によって，大気中に放出される希ガスの量及び敷

地境界外における最大の実効線量を評価した結果を第4.1.2表に示

す。また，燃料集合体の落下時の希ガスの大気放出過程を第4.1.1図

に示す。 

 

1.3 放射性気体廃棄物処理施設の破損 

(1) 事故の想定 

    この事故は，放射性気体廃棄物処理設備の一部が破損し，ここに貯

留されていた気体状の放射性物質が環境に放出される事象を想定す

る。 

    具体的には，放射性気体廃棄物が最も多く貯蔵されているガス減衰

タンク１基が破損し，希ガスが原子炉補助建家内に放出される事象と

して考える。 

(2) 評価対象核種 

  放射性気体廃棄物処理施設の破損における評価対象核種は，「原子

炉設置許可申請書 添付書類十」に示す希ガスとする。 

(3) 放出量評価方法 

放射性気体廃棄物処理施設の破損により大気中に放出される希ガ

スの量は，「原子炉設置許可申請書 添付書類十」を参考に，以下の

条件により算定する。 
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a. 原子炉は運転終了時まで定格出力の102％で運転していたものと

する。 

b. 原子炉運転中における１次冷却材中の希ガス濃度は燃料被覆管

欠陥率を１％として評価する。 

c. 原子炉運転終了時における１次冷却材中の希ガス全量がガス減

衰タンク１基に移行し，５年間経過した後，事故が生じると仮定す

る。なお，その間の崩壊を考慮する。 

d. 原子炉補助建家内に放出される希ガスの全量が大気中に放出さ

れるものとする。 

e. 線量評価に必要な拡散，気象条件としては，放射性物質が地表面

から放出されると仮定し，第4.1.1表に示すとおり，「気象指針」に

基づいて計算された相対線量（Ｄ／Ｑ）を用いる。 

(4) 線量評価方法 

  周辺公衆の受ける線量は，「原子炉設置許可申請書 添付書類十」

の放射性気体廃棄物処理施設の破損と同様に，地表面から大気中に放

出された希ガスが，放射性雲となって風下に流れ，この放射性雲の外

部γ線による地表面での実効線量として評価する。放射性雲からの外

部γ線による実効線量は（４－１）式を用いて計算する。 

(5) 気象条件 

  「1.2(5) 気象条件」に同じである。 

(6) 評価結果 

放射性気体廃棄物処理施設の破損によって，大気中に放出される希

ガスの量及び敷地境界外における最大の実効線量を評価した結果を

第4.1.3表に示す。また，放射性気体廃棄物処理施設の破損時の希ガ

スの大気放出過程を第4.1.2図に示す。 
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2. 解体工事準備期間の事故時における周辺公衆の受ける線量評価のまと

め 

解体工事準備期間の事故として「燃料集合体の落下」及び「放射性気体

廃棄物処理施設の破損」を想定した場合，環境へ放出される放射性物質の

放出量は少なく，周辺公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与える

ことはない。 

 

3. 原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降の事故時における周辺公衆の受

ける線量評価 

原子炉領域周辺設備解体撤去期間以降の事故時における周辺公衆の受

ける線量評価については，原子炉領域周辺設備解体撤去期間に入るまでに

廃止措置計画の変更の認可を受ける。 
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第4.1.1表 線量評価に用いる相対線量（Ｄ／Ｑ） 

 実効放出 

継続時間 
放出高さ 

Ｄ／Ｑ 

(Gy／Bq) 
着目方位 

燃料集合体 

の落下 

１時間 地上放出 8.9×10－１９ SSW 放射性気体 

廃棄物処理 

施設の破損 

 

 

第4.1.2表 燃料集合体の落下によって大気中に放出される希ガスの量及び

敷地境界外における最大の実効線量 

評価項目 評価結果 

放出量 希ガス（γ線エネルギ 0.5MeV 換算） 約 6.8×10１０Bq 

実効線量 約 6.1×10－５mSv 

 

 

第4.1.3表 放射性気体廃棄物処理施設の破損によって大気中に放出される

希ガスの量及び敷地境界外における最大の実効線量 

評価項目 評価結果 

放出量 希ガス（γ線エネルギ 0.5MeV 換算） 約 2.8×10１１Bq 

実効線量 約 2.5×10－４mSv 

 

  



4-8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.1.1 図 燃料集合体の落下時の希ガスの大気放出過程 

  

破損した燃料集合体から 

放出される希ガス量 

約 6.8×10１０Bq 

水中での溶解無視 

原子炉補助建家内へ放出 

全希ガス放出量：約 6.8×10１０Bq 

大気へ 

γ線エネルギ 

0.5MeV 換算 
単位：Bq 
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第 4.1.2 図 放射性気体廃棄物処理施設の破損時の希ガスの大気放出過程 

 

ガス減衰タンク内 

希ガス量 

約 2.8×10１１Bq 

全希ガス放出量：約 2.8×10１１Bq 

大気へ 

γ線エネルギ 

0.5MeV 換算 
単位：Bq 

原子炉補助建家内へ全量放出 



 

 

 

添付書類五 

 

核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書 
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1. 汚染の分布の評価 

解体対象施設の汚染分布は，加圧水型原子炉施設のモデルプラントにお

ける評価結果を基に推定している。今後，解体工事準備期間に実施する汚

染状況の調査結果を踏まえた評価の見直しを行い，廃止措置計画に反映し

変更の認可を受ける。 

 

2. 現状の評価 

現状の評価は，加圧水型原子炉施設のモデルプラントにおける評価結果

を基に，主要な設備の放射能レベルを推定し，放射能レベル区分別の放射

性廃棄物発生量を評価している。評価の前提条件を以下に示す。 

・定格負荷相当年数30年（運転期間40年，稼働率75％） 

・原子炉停止後の安全貯蔵期間６年（準備期間１年＋安全貯蔵期間５年） 

・二次的な汚染を生じている設備の解体前除染による除染効果（除染係

数30） 

・二次的な汚染を生じている設備の解体後除染による除染効果（除染係

数100） 

上記の条件による主な廃止措置対象施設の推定汚染分布を第5.2.1図，

放射能レベル区分別の廃止措置期間中の放射性固体廃棄物の推定発生量

を第5.2.1表に示す。 

また，伊方発電所に貯蔵・保管している原子炉運転中に発生した放射性

固体廃棄物の貯蔵・保管場所ごとの種類及び数量を第5.2.2表に示す。 

 

3. 今後の評価 

放射線業務従事者及び周辺公衆の被ばくを低減することを目的に，適切

な解体撤去工法及びその手順を策定するため並びに解体撤去工事に伴っ
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て発生する放射性物質発生量の評価精度の向上を図るため，解体対象施設

に残存する放射性物質について，核種組成，放射能濃度及び分布を評価す

る。 

解体対象施設に残存する放射性物質は，原子炉運転中の中性子照射によ

り炉心部等の構造材が放射化して生成される放射化汚染及び１次冷却材

中の腐食生成物が炉心部で放射化され，機器及び配管の内面に付着して残

存する二次的な汚染に区分して評価する。 

放射化汚染は，放射化されたものに関して，生成核種を同定するととも

に，生成核種の放射能濃度分布を，計算による方法及び測定による方法に

よって評価する。 

計算による方法としては，発電用原子炉施設の運転履歴（中性子線の照

射履歴）や設計情報（建家図面等の位置情報，機器，配管及び材料情報）

により，計算コードを用いて評価する。 

測定による方法としては，解体対象施設から採取した代表試料を分析し

て，放射化生成核種を同定するとともに，生成核種の放射能濃度を求める。 

なお，試料の採取に当たっては，金属の部位からは遠隔操作等により，

コンクリートの部位からはコアボーリング等により試料を採取する。 

二次的な汚染は，配管及び機器の外部からγ線の測定を行うとともに，

施設を構成する配管及び機器の材料組成を考慮して腐食生成物中の核種

組成比を計算又は測定により評価する。 

計算による方法としては，１次冷却材中の放射能濃度と表面密度から１

次冷却材に接液する配管及び機器の接液面の沈着及び剥離の挙動モデル

を用いて評価する。 
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第 5.2.1 表 廃止措置期間中の放射性固体廃棄物の推定発生量 

（単位：ｔ） 

放射能レベル区分※１ 推定発生量※２ 

低
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物 

放射能レベルの比較的高いもの（Ｌ１） 約 90 

放射能レベルの比較的低いもの（Ｌ２） 約 880 

放射能レベルの極めて低いもの（Ｌ３） 約 2,070 

放射性物質として扱う必要のないもの 約 39,000 

合計※３ 約 42,000 

※１：放射能レベル区分値は，次のとおり。 

・Ｌ１の区分値の上限は，「原子炉等規制法施行令」第 31 条に定め

る放射能濃度。 

・Ｌ１とＬ２の区分値は，国内で操業されているコンクリートピッ

ト埋設施設の埋設許可条件と同等の最大放射能濃度。 

・Ｌ２とＬ３の区分値は，「原子炉等規制法施行令」（昭和 32 年政

令第 324 号。ただし，平成 19 年政令第 378 号の改正前のもの。）

第 31 条第１項に定める「原子炉施設を設置した工場又は事業所 

において生じた廃棄されるコンクリート等で容器に固型化してい

ないもの」に対する濃度上限値の 10 分の１の放射能濃度。 

・放射性物質として扱う必要のないものの区分値は，「原子炉等規

制法」第 61 条の２第１項に規定する「製錬事業者等における工 

場等において用いた資材その他の物に含まれる放射性物質の放射

能濃度についての確認等に関する規則」第２条に定める放射能濃

度。 

※２：推定発生量は，次のとおり。 

・低レベル放射性廃棄物については，10ｔ単位で切り上げた値であ

る。 

・放射性物質として扱う必要のないもの及び合計については，100

ｔ単位で切り上げた値である。 

・端数処理のため合計値が一致しないことがある。 

・推定発生量には付随廃棄物を含まない。 

※３：その他，放射性廃棄物でない廃棄物（管理区域外からの発生分を含

む。）が約 212,000ｔ発生する（1,000ｔ単位で切り上げた値）。 
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第 5.2.2 表 放射性固体廃棄物の貯蔵・保管場所ごとの種類及び数量 

（平成 28 年９月末現在） 

貯蔵・保管場所 種類 数量 

使用済樹脂貯蔵タンク 脱塩塔使用済樹脂 174 ｍ３※１ 

使用済燃料貯蔵設備 

使用済制御棒 89 体 

使用済バーナブルポイズン 246 体 

使用済プラギングデバイス 174 体 

固体廃棄物貯蔵庫 
ドラム缶 

均質固化体 494 本 

雑固体 
6,070 本 

その他 2,851 本※２ 

蒸気発生器保管庫 
蒸気発生器 ２ 基 

保管容器 298 ｍ３※３ 

※１：２号及び３号炉で発生した廃棄物を含む。 

※２：200ℓ ドラム缶相当での保管数量である。 

※３：原子炉容器上部ふた，炉内構造物等を含む。 
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原子炉格納容器原子炉補助建家タービン建家

（Ｌ１） 低レベル放射性廃棄物のうち
　　　 　放射能レベルの比較的高いもの

（Ｌ２） 低レベル放射性廃棄物のうち
　　　 　放射能レベルの比較的低いもの

（Ｌ３） 低レベル放射性廃棄物のうち
　　　 　放射能レベルの極めて低いもの

（ＣＬ） 放射性物質として扱う必要のないもの

炉内構造物

蒸気発生器

原子炉容器

１次冷却材ポンプ

 

第 5.2.1 図 主な廃止措置対象施設の推定汚染分布 



 

 

 

 

 

添付書類六 

 

性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関

する説明書 
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1. 概要 

廃止措置の段階に応じて性能維持施設に要求される機能を考慮した，性

能維持施設が維持すべき性能及びその性能を維持すべき期間について示

す。 

 

2. 廃止措置期間中に維持管理すべき施設 

性能維持施設は，「五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設

及びその解体の方法」に基づき，周辺公衆及び放射線業務従事者の被ばく

の低減を図るとともに，使用済燃料の貯蔵のための管理，汚染の除去工事，

解体撤去工事及び核燃料物質によって汚染された物の廃棄等の各種作業

の実施に対する安全の確保のために，必要な期間中において，必要な機能

及び性能を維持管理する。 

 

3. 性能維持施設の機能及びその性能 

(1) 建家及び構造物 

廃止措置期間中は，放射性物質が管理されない状態で外部へ漏えいす

ることを防ぐ必要があるため，放射性物質の外部への「放射性物質漏え

い防止機能」を有する設備を維持管理する。 

また，廃止措置期間中は，周辺公衆及び放射線業務従事者の受ける被

ばくを低くするため，「放射線遮蔽機能」を有する設備を維持管理する。

建家及び構造物の機能及び性能維持施設を第 6.3.1 表に示す。 
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第 6.3.1 表 建家及び構造物の機能及び性能維持施設 

機能 性能維持施設 

放射線遮蔽機能 

原子炉補助建家（補助遮蔽（使用済燃料ピット，

廃液蒸発装置室，使用済樹脂貯蔵タンク室，使用

済樹脂計量タンク室）） 

原子炉容器周囲のコンクリート壁 

原子炉格納容器外周のコンクリート壁 

放射性物質漏えい防止

機能 

原子炉補助建家 

原子炉格納容器 

 

原子炉格納容器については，廃止措置期間中は，原子炉冷却材喪失等

は発生しないため，「事故時の気密性」及び「事故時の格納容器隔離弁

等による放射性物質漏えい防止機能」は維持管理しない。 

「放射線遮蔽機能」を有する性能維持施設の性能は，以下のとおりで

ある。 

・放射線障害の防止に影響するような有意な損傷がない状態である

こと。 

「放射性物質漏えい防止機能」を有する性能維持施設の性能は，以下

のとおりである。 

・外部へ放射性物質が漏えいするような有意な損傷がない状態であ

ること。 

(2) 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

a. 核燃料物質取扱施設 

廃止措置期間中は，新燃料及び使用済燃料を１号炉新燃料貯蔵設備

及び使用済燃料貯蔵設備から搬出する際に取り扱う必要があること
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から，「臨界防止機能」，「燃料落下防止機能」及び「除染機能」を有

する設備を維持管理する。核燃料物質取扱施設の機能及び性能維持施

設を第 6.3.2 表に示す。 

 

第 6.3.2 表 核燃料物質取扱施設の機能及び性能維持施設 

機能 性能維持施設 

臨界防止機能 

燃料落下防止機能 

使用済燃料ピットクレーン 

補助建家クレーン 

新燃料エレベータ 

除染機能 除染装置 

 

「臨界防止機能」及び「燃料落下防止機能」を有する性能維持施設

の性能は，以下のとおりである。 

・新燃料又は使用済燃料を取扱い中，動力電源が喪失した場合に

新燃料又は使用済燃料が停止した位置にて保持される状態で

あること。また，取扱い中に新燃料及び使用済燃料が破損しな

いよう正常に動作する状態であること。 

「除染機能」を有する性能維持施設の性能は，以下のとおりである。 

・使用済燃料輸送容器の除染に影響するような有意な損傷がない

状態であること。 

b. 核燃料物質貯蔵施設 

廃止措置期間中は，新燃料及び使用済燃料を１号炉新燃料貯蔵設備

及び使用済燃料貯蔵設備から搬出するまで貯蔵する必要があること

から，「臨界防止機能」，「水位及び漏えいの監視機能」，「浄化・冷却

機能」及び「給水機能」を有する設備を維持管理する。核燃料物質貯
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蔵施設の機能及び性能維持施設を第 6.3.3 表に示す。 

第 6.3.3 表 核燃料物質貯蔵施設の機能及び性能維持施設 

機能 性能維持施設 

臨界防止機能 

新燃料貯蔵設備（新燃料貯蔵ラック） 

使用済燃料貯蔵設備（使用済燃料ピット，使用

済燃料ラック） 

水位及び漏えいの監視

機能 

使用済燃料貯蔵設備（使用済燃料ピット水位及

び使用済燃料ピット水の漏えいを監視する設

備） 

浄化・冷却機能 
使用済燃料貯蔵設備（使用済燃料ピット水浄化

冷却設備） 

給水機能 燃料取替用水タンク 

 

核燃料物質貯蔵施設のうち，使用済燃料ピット水浄化冷却設備につ

いては，廃止措置期間中は，燃料取替による使用済燃料は発生せず，

貯蔵されている使用済燃料は十分に冷却されており，設備故障時に復

旧するまでの時間的余裕が十分にあることから，使用済燃料ピットの

冷却に必要な１系統を維持管理する。 

燃料取替用水タンクについては，廃止措置期間中は，炉心への注入

は不要となることから，「ほう素濃度」は維持管理しない。 

「臨界防止機能」を有する性能維持施設の性能は，以下のとおりで

ある。 

・新燃料の臨界防止に影響するような変形等の有意な損傷がない

状態であること。 

・新燃料及び使用済燃料の臨界防止に影響するような変形等の有
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意な損傷がない状態であること。 

「水位及び漏えいの監視機能」を有する性能維持施設の性能は，以

下のとおりである。 

・使用済燃料ピットの水位が計測でき，水位高及び低の警報が発

信できる状態であること。 

・使用済燃料ピット内張りからの漏えいを監視する装置が使用で

きる状態であること。 

「浄化・冷却機能」を有する性能維持施設の性能は，以下のとおり

である。 

・使用済燃料ピット水の冷却ができる状態であること。 

・使用済燃料の被覆が著しく腐食するおそれがある場合に使用済

燃料ピット水を脱塩塔に通水できる状態であること。 

「給水機能」を有する性能維持施設の性能は，以下のとおりである。 

・内包する放射性物質が漏えいするようなき裂，変形等の有意な

欠陥がない状態であること。 

なお，使用済燃料を１号炉使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している間に

おいて，使用済燃料貯蔵設備から冷却水が大量に漏えいする事象を考

慮しても，燃料被覆管温度の上昇による燃料の健全性に影響はなく，

また，臨界にならないと評価できることから，周辺公衆への影響は小

さい。したがって，使用済燃料の著しい損傷の進行を緩和し及び臨界

を防止するための重大事故等対処設備は不要である。使用済燃料貯蔵

設備から冷却水が大量に漏えいする事象における燃料の評価につい

ては「追補 「３．性能維持施設の機能及びその性能」の追補」にて

補足する。 

(3) 放射性廃棄物の廃棄施設 
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a. 放射性気体廃棄物の廃棄設備 

廃止措置期間中は，放射性気体廃棄物を処理する必要があることか

ら，「放射性廃棄物処理機能」を有する設備を維持管理する。放射性

気体廃棄物の廃棄設備の機能及び性能維持施設を第 6.3.4 表に示す。 

 

第 6.3.4 表 放射性気体廃棄物の廃棄設備の機能及び性能維持施設 

機能 性能維持施設 

放射性廃棄物処理機能 補助建家排気筒 

 

「放射性廃棄物処理機能」を有する性能維持施設の性能は，以下の

とおりである。 

・放射性気体廃棄物の放出に影響するような有意な損傷がない状

態であること。 

b. 放射性液体廃棄物の廃棄設備 

廃止措置期間中は，放射性液体廃棄物を処理する必要があることか

ら，「放射性廃棄物処理機能」を有する設備を維持管理する。放射性

液体廃棄物の廃棄設備の機能及び性能維持施設を第 6.3.5 表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

6-7 

第 6.3.5 表 放射性液体廃棄物の廃棄設備の機能及び性能維持施設 

機能 性能維持施設 

放射性廃棄物処理機能 

格納容器冷却材ドレンタンク 

補助建家冷却材ドレンタンク 

冷却材貯蔵タンク 

補助建家機器ドレンタンク 

補助建家サンプタンク 

格納容器サンプ 

廃液貯蔵タンク 

 

冷却材貯蔵タンクについては，廃止措置期間中は，設備故障時には

放射性液体廃棄物の処理を制限する等，復旧するまでの時間的余裕が

十分にあることから，放射性液体廃棄物の処理に必要な１基を維持管

理する。 

「放射性廃棄物処理機能」を有する性能維持施設の性能は，以下の

とおりである。 

・内包する放射性物質が漏えいするようなき裂，変形等の有意な

欠陥がない状態であること。 

(4) 放射線管理施設 

a. 発電用原子炉施設の放射線監視 

廃止措置期間中は，発電用原子炉施設の放射線を管理する必要があ

るため，発電用原子炉施設の放射線を監視する「放射線監視機能」を

有する設備を維持管理する。 

(a) 固定エリアモニタ 

作業等で人が立ち入る代表的なエリア及び作業により放射線レ
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ベルが変動する可能性のあるエリアの固定エリアモニタを維持管

理する。固定エリアモニタの機能及び性能維持施設を第 6.3.6 表に

示す。 

 

第 6.3.6 表 固定エリアモニタの機能及び性能維持施設 

機能 性能維持施設 

放射線監視機能 
固定エリアモニタ（ドラム詰操作室，使用済燃

料ピット付近） 

 

「放射線監視機能」を有する性能維持施設の性能は，以下のとお

りである。 

・線量当量率を測定できる状態であること。 

・警報設定値において警報が発信できる状態であること。 

(b) 固定プロセスモニタ 

管理区域内から管理区域外へ流体が移送される系統における固

定プロセスモニタを維持管理する。固定プロセスモニタの機能及び

性能維持施設を第 6.3.7 表に示す。 

 

第 6.3.7 表 固定プロセスモニタの機能及び性能維持施設 

機能 性能維持施設 

放射線監視機能 固定プロセスモニタ（補助蒸気ドレンモニタ） 

 

「放射線監視機能」を有する性能維持施設の性能は，以下のとお

りである。 

・放射性物質の濃度を測定できる状態であること。 
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・警報設定値において警報が発信できる状態であること。 

b. 環境への放射性物質の放出管理 

廃止措置期間中は，放射性気体廃棄物を環境へ放出する必要がある

ため，環境へ放出する放射性物質を確認する「放出管理機能」を有す

る設備を維持管理する。環境への放射性物質の放出管理の機能及び性

能維持施設を第 6.3.8 表に示す。 

 

第 6.3.8 表 環境への放射性物質の放出管理の機能及び性能維持施設 

機能 性能維持施設 

放出管理機能 
排気筒モニタ（補助建家排気筒ガスモニタ，格

納容器排気筒ガスモニタ） 

 

補助建家排気筒ガスモニタ及び格納容器排気筒ガスモニタについ

ては，廃止措置期間中は，多重性は必要ないことから，環境へ放出す

る放射能の監視に必要な各１台を維持管理する。 

「放出管理機能」を有する性能維持施設の性能は，以下のとおりで

ある。 

・放射性物質の濃度を測定できる状態であること。 

・警報設定値において警報が発信できる状態であること。 

(5) 解体中に必要なその他の施設 

a. 換気設備 

廃止措置期間中は，使用済燃料の貯蔵管理及び搬出作業，放射性廃

棄物の処理，放射性粉じん発生の可能性がある解体作業等において，

空気浄化が必要となる可能性があるため，「換気機能」を有する設備

を維持管理する。換気設備の機能及び性能維持施設を第 6.3.9 表に示
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す。 

 

第 6.3.9 表 換気設備の機能及び性能維持施設 

機能 性能維持施設 

換気機能 

格納容器給気ファン 

格納容器排気ファン 

補助建家給気ファン 

補助建家給気ユニット 

補助建家排気ファン 

補助建家排気フィルタユニット 

補助建家排気筒 

 

補助建家排気ファンについては，廃止措置期間中は，補助建家の換

気に必要な２台を維持管理する。 

「換気機能」を有する性能維持施設の性能は，以下のとおりである。 

・放射線障害を防止するために必要な換気ができる状態であるこ

と。 

b. 非常用電源設備 

廃止措置期間中は，使用済燃料を１号炉使用済燃料貯蔵設備に貯蔵

している間は使用済燃料の冷却が必要であり，安全確保上，外部電源

喪失時においても冷却を行う必要がある。このため，外部電源喪失時

に使用済燃料貯蔵設備の冷却のために必要な「電源供給機能」を有す

る設備を維持管理する。非常用電源設備の機能及び性能維持施設を第

6.3.10 表に示す。 
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第 6.3.10 表 非常用電源設備の機能及び性能維持施設 

機能 性能維持施設 

電源供給機能 
ディーゼル発電機 

蓄電池 

 

非常用電源設備のうちディーゼル発電機については，廃止措置期間

中は，外部電源喪失時に原子炉を安全に停止するための設備へ電源供

給する必要はなく，また，ディーゼル発電機が電源供給する性能維持

施設に多重性は必要ないため，電源供給に必要な１台を維持管理する。

また，貯蔵されている使用済燃料は十分に冷却されており，使用済燃

料ピット冷却系への電源供給についても時間的余裕が十分にあるた

め，「自動起動及び 10 秒以内の電圧確立機能」及び「自動給電機能」

は維持管理しない。 

「電源供給機能」を有する性能維持施設（ディーゼル発電機）の性

能は，以下のとおりである。 

・非常用高圧母線に接続している性能維持施設へ電源を供給でき

る状態であること。 

蓄電池については，廃止措置期間中は，非常用動力負荷等に電源供

給する必要はなく，また，蓄電池が電源供給する性能維持施設に多重

性は必要ないため，電源供給に必要な１組を維持管理する。 

「電源供給機能」を有する性能維持施設（蓄電池）の性能は，以下

のとおりである。 

・非常用直流母線に接続している性能維持施設へ電源を供給でき

る状態であること。 

c. その他の安全確保上必要な設備 
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廃止措置期間中は，b.で記載したとおり，安全確保上，使用済燃料

を冷却することが必要であるため，「冷却機能」を有する設備を維持

管理する。その他の安全確保上必要な設備の機能及び性能維持施設を

第 6.3.11 表に示す。 

 

第 6.3.11 表 その他の安全確保上必要な設備の 

機能及び性能維持施設 

機能 性能維持施設 

冷却機能 

海水ポンプ 

原子炉補機冷却水冷却器 

原子炉補機冷却水ポンプ 

原子炉補機冷却水サージタンク 

 

原子炉補機冷却海水設備（海水ポンプ）及び原子炉補機冷却水設備

（原子炉補機冷却水冷却器，原子炉補機冷却水ポンプ，原子炉補機冷

却水サージタンク）については，廃止措置期間中は，事故時等に原子

炉を安全に停止するための設備を冷却する必要はなく，また，海水又

は冷却水を供給する性能維持施設に多重性は必要ないため，１台又は

１基を維持管理する。また，貯蔵されている使用済燃料は十分に冷却

されており，使用済燃料ピットの冷却についても時間的余裕が十分に

あるため，海水ポンプ及び原子炉補機冷却水ポンプの「自動起動機能」

は維持管理しない。 

「冷却機能」を有する性能維持施設（海水ポンプ）の性能は，以下

のとおりである。 

・性能維持施設へ海水を供給できる状態であること。 
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「冷却機能」を有する性能維持施設（原子炉補機冷却水冷却器，原

子炉補機冷却水ポンプ，原子炉補機冷却水サージタンク）の性能は，

以下のとおりである。 

・性能維持施設へ冷却水を供給できる状態であること。 

また，廃止措置期間中は，外部電源喪失時においても作業者が建家

から安全に避難できるよう，安全確保のために必要な「照明機能」を

有する設備を維持管理する。その他の安全確保上必要な設備の機能及

び性能維持施設を第 6.3.12 表に示す。 

 

第 6.3.12 表 その他の安全確保上必要な設備の 

機能及び性能維持施設 

機能 性能維持施設 

照明機能 非常用照明 

 

「照明機能」を有する性能維持施設の性能は，以下のとおりである。 

・非常用照明が点灯できる状態であること。 

(6) 検査・校正 

性能維持施設については，必要な期間中，必要な機能及び性能を維持

管理できるよう，保安規定に施設管理計画を定めて，適切な頻度で点検，

検査及び校正を実施する。 

(7) その他の安全対策 

a. 管理区域の区分，立入制限及び保安のために必要な措置を講じる。 

b. 維持管理を行う放射線管理施設を用いて，発電用原子炉施設からの

放出管理に係る放射線モニタリング及び周辺環境に対する放射線モ

ニタリングを行う。 
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c. 発電用原子炉施設への第三者の不法な接近を防止する措置を講じ

る。 

d. 放射線障害防止の観点から，火災の防護については，廃止措置期間

中は，火気作業や可燃物を取り扱う必要があることから「消火機能」

を有する設備を維持管理する。その他の安全対策の機能及び性能維持

施設を第6.3.13表に示す。 

 

第 6.3.13 表 その他の安全対策の機能及び性能維持施設 

機能 性能維持施設 

消火機能 消火栓（管理区域内） 

 

また，可燃性物質が保管される場所にあっては，火災が生ずること

のないよう適切な防護措置を講じることが必要なため，火災防護のた

めの措置を定めて実施する。 

「消火機能」を有する性能維持施設の性能は，以下のとおりである。 

・消火栓から放水できる状態であること。 

 

4. 性能維持施設の維持期間 

(1) 建家及び構造物 

原子炉補助建家及び原子炉格納容器の「放射性物質漏えい防止機能」

及び性能は，それぞれの管理区域を解除するまで維持管理する。 

原子炉補助建家（補助遮蔽）の「放射線遮蔽機能」及び性能は，線源

となる設備の解体が完了するまで維持管理する。 

また，原子炉容器周囲のコンクリート壁及び原子炉格納容器外周のコ

ンクリート壁の「放射線遮蔽機能」及び性能は，炉心支持構造物等の解
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体が完了するまで維持管理する。 

(2) 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

a. 核燃料物質取扱施設 

使用済燃料ピットクレーンの「臨界防止機能」及び「燃料落下防止

機能」並びに性能は，１号炉使用済燃料貯蔵設備内の新燃料及び使用

済燃料の搬出が完了するまで維持管理する。 

補助建家クレーンの「臨界防止機能」及び「燃料落下防止機能」並

びに性能は，１号炉新燃料貯蔵設備内及び使用済燃料貯蔵設備内の新

燃料及び使用済燃料の搬出が完了するまで維持管理する。 

新燃料エレベータの「臨界防止機能」及び「燃料落下防止機能」並

びに性能は，１号炉使用済燃料貯蔵設備内の新燃料の搬出が完了する

まで維持管理する。 

また，除染装置の「除染機能」及び性能は，１号炉使用済燃料貯蔵

設備内の新燃料及び使用済燃料の搬出が完了するまで維持管理する。 

b. 核燃料物質貯蔵施設 

新燃料貯蔵設備の「臨界防止機能」及び性能は，１号炉新燃料貯蔵

設備内の新燃料の搬出が完了するまで維持管理する。 

使用済燃料貯蔵設備の「臨界防止機能」及び性能は，１号炉使用済

燃料貯蔵設備内の新燃料及び使用済燃料の搬出が完了するまで維持

管理する。 

使用済燃料貯蔵設備の「浄化・冷却機能」及び「水位及び漏えいの

監視機能」並びに性能は，１号炉使用済燃料貯蔵設備内の使用済燃料

の搬出が完了するまで維持管理する。 

また，燃料取替用水タンクの「給水機能」及び性能は，１号炉使用

済燃料貯蔵設備内の使用済燃料の搬出が完了するまで維持管理する。 
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(3) 放射性廃棄物の廃棄施設 

a. 放射性気体廃棄物の廃棄設備 

放射性気体廃棄物の廃棄設備の「放射性廃棄物処理機能」及び性能

は，放射性気体廃棄物の処理が完了するまで維持管理する。 

b. 放射性液体廃棄物の廃棄設備 

放射性液体廃棄物の廃棄設備の「放射性廃棄物処理機能」及び性能

は，放射性液体廃棄物の処理が完了するまで維持管理する。 

(4) 放射線管理施設 

a. 発電用原子炉施設の放射線監視 

固定エリアモニタ及び固定プロセスモニタの「放射線監視機能」及

び性能は，関連する設備の供用が終了するまで維持管理する。 

b. 環境への放射性物質の放出管理 

排気筒モニタの「放出管理機能」及び性能は，放射性気体廃棄物の

処理が完了するまで維持管理する。 

(5) 解体中に必要なその他の施設 

a. 換気設備 

換気設備の「換気機能」及び性能は，管理区域を解除するまで維持

管理する。 

b. 非常用電源設備 

非常用電源設備の「電源供給機能」及び性能は，１号炉使用済燃料

貯蔵設備内の使用済燃料の搬出が完了するまで維持管理する。 

c. その他安全確保上必要な設備 

原子炉補機冷却海水設備及び原子炉補機冷却水設備の「冷却機能」

及び性能は，１号炉使用済燃料貯蔵設備内の使用済燃料の搬出が完了

するまで維持管理する。 
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また，非常用照明の「照明機能」及び性能は，各建家を解体する前

まで維持管理する。 

(6) その他の安全対策 

a. 火災防護 

消火栓の「消火機能」及び性能は，各建家を解体する前まで維持管

理する。 

 

5. その他 

解体対象施設を活用し，廃止措置に必要な項目以外の調査・研究等で，

例えば解体対象施設から試料採取等を実施する場合は，事前に廃止措置対

象施設の保安のために必要な維持すべき機能等に影響を与えないことを

確認した上で実施する。 
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廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達計画に関する

説明書 
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1. 廃止措置に要する費用 

１号炉の原子力発電施設解体引当金制度に基づく原子力発電施設の解

体に要する総見積総額（平成30年９月末現在）は第7.1.1表に示すとお

り，約396億円である。 

 

2. 資金調達計画 

廃止措置に要する費用は，全額自己資金により賄う。なお，１号炉の

原子力発電施設解体引当金制度による原子力発電施設解体引当金累積積

立額（令和元年度末現在）は，約375億円である。 

今後，原子力発電施設解体引当金制度による積立期間において，総見

積額の全額を積み立てる計画である。 

 

第7.1.1表 原子力発電施設の解体に要する総見積額 

 （平成30年９月末現在） 

項 目 見積額 

施設解体費 約292億円 

解体廃棄物処理処分費 約104億円 

合 計 約396億円 

 

 



 

 

 

添付書類八 

 

廃止措置の実施体制に関する説明書 
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1. 廃止措置の実施体制 

１号炉の廃止措置の実施体制については，「原子炉等規制法」第43条の

３の24及び「実用炉規則」第92条第３項に基づき，保安規定において保

安管理体制を定め，本店及び伊方発電所の組織において廃止措置の業務

に係る各職位とその職務内容を記載し，それぞれの役割分担を明確にす

るとともに，保安管理上重要な事項を審議するための委員会の設置及び

審査事項を規定する。また，廃止措置における保安の監督を行う者の任

命に関する事項及びその職務を明確にし，その者に各職位の業務を総括

的に監督させる。 

これらの体制を確立することにより，廃止措置に関する保安管理業務

を円滑かつ適切に実施する。 

 

2. 廃止措置に係る経験 

当社は，昭和52年９月に伊方発電所１号炉の営業運転を開始して以来，

計３基の原子力発電所の運転を39年余り行っており，発電用原子炉施設

の運転及び保守について，多くの施設管理，放射線管理等の経験及び実

績を有している。 

廃止措置の実施に当たる組織は，これらの経験を有する者で構成し，

これまでの発電用原子炉施設の運転・保守における経験を活かすととも

に，国内外における廃止措置の調査も踏まえ，廃止措置期間において適

切な解体撤去，設備の維持管理，放射線管理等を安全に実施する。 

 

3. 技術者の確保 

平成28年12月１日現在における当社原子力関係の技術者は416名であり，

このうち，原子炉主任技術者の有資格者は24名，核燃料取扱主任者の有



 8-2 

資格者は９名，第一種放射線取扱主任者の有資格者は65名である。 

今後，廃止措置を適切に実施し，安全の確保を図るために必要な技術

者及び有資格者を確保していく。 

 

4. 技術者に対する教育・訓練 

技術者は，原則として入社後一定期間，当社総合研修所，原子力保安

研修所及び伊方発電所において，原子力発電所の仕組み，放射線管理等

の基礎教育・訓練並びに機器配置及びプラントシステム等の現場教育・

訓練を受け，原子力発電に関する基礎知識を習得する。 

技術者の教育・訓練は，当社原子力保安研修所のほか，国内の原子力

関係機関(国立研究開発法人日本原子力研究開発機構，株式会社原子力発

電訓練センター等)において，各職能，目的に応じた実技訓練や机上教育

を計画的に実施し，一般及び専門知識・技能の習得及び習熟に努める。 

廃止措置に係る業務に従事する技術者に対しては，廃止措置を行うた

めに必要となる専門知識，技術及び技能を維持，向上させるため，保安

規定に基づき，教育及び訓練の実施計画を立て，それに従って教育及び

訓練を実施する。 

 



 

 

 

添付書類九 

 

廃止措置に係る品質マネジメントシステムに関する説明書 
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1. 概要 

廃止措置期間中における原子力安全を達成・維持・向上させるため，

「原子炉設置許可申請書 十一」に基づき，廃止措置に係る保安活動を

確実に実施するための品質マネジメントシステムを構築し，保安規定の

品質マネジメントシステム計画に定める。 

品質マネジメントシステム計画では，社長をトップマネジメントとす

る品質マネジメントシステムを定め，廃止措置に関する保安活動の計画，

実施，評価及び改善の一連のプロセスを明確にし，これらを効果的に運

用することにより，原子力安全の達成・維持・向上を図る。また，機能

を維持すべき設備，その他の設備の保守等の廃止措置に係る業務は，品

質マネジメントシステム計画の下で実施する。 

 

2. 品質マネジメントシステム 

(1) 当社の品質マネジメントシステムに基づき，発電用原子炉施設を運

営管理する各部門(以下「組織」という。)は，品質マネジメントシス

テム計画に従って，品質マネジメントシステムを確立し，実施すると

ともに，その実効性を維持するため，その改善を継続的に行う。 

(2) 組織は，品質マネジメントシステムに必要なプロセスを明確にする

とともに，そのプロセスを組織に適用することを決定し，次に掲げる

業務を行う。 

a. プロセスの運用に必要な情報及び当該プロセスの運用により達成

される結果を文書で明確にする。 

b. プロセスの順序及び相互の関係を明確にする。 

c. プロセスの運用及び管理の実効性の確保に必要な組織の保安活動

の状況を示す指標（以下「保安活動指標」という。）並びに当該指標
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に係る判定基準を明確に定める。 

なお，保安活動指標には，安全実績指標（特定核燃料物質の防護

に関する領域に係るものを除く。）を含む。 

d. プロセスの運用並びに監視及び測定（以下「監視測定」という。）

に必要な資源及び情報が利用できる体制を確保する（責任及び権限

の明確化を含む。）。 

e. プロセスの運用状況を監視測定し分析する。ただし，監視測定す

ることが困難である場合は，この限りでない。 

f. プロセスについて，意図した結果を得，及び実効性を維持するた

めの措置（プロセスの変更を含む。）を講ずる。 

g. プロセス及び組織の体制を品質マネジメントシステムと整合的な

ものとする。 

h. 原子力の安全とそれ以外の事項において意思決定の際に対立が生

じた場合には，原子力の安全が確保されるようにする。これには，

セキュリティ対策が原子力の安全に与える潜在的な影響と原子力の

安全に係る対策がセキュリティ対策に与える潜在的な影響を特定

し，解決することを含む。 

(3) 組織は，技術的，人的，組織的な要因の相互作用を適切に考慮して，

効果的な取組みを通じて，次の状態を目指すことにより，健全な安全

文化を育成し，及び維持する。 

a. 原子力の安全及び安全文化の理解が組織全体で共通のものとなっ

ている。 

b. 風通しの良い組織文化が形成されている。 

c. 要員が，自ら行う原子力の安全に係る業務について理解して遂行

し，その業務に責任を持っている。 
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d. すべての活動において，原子力の安全を考慮した意思決定が行わ

れている。 

e. 要員が，常に問いかける姿勢及び学習する姿勢を持ち，原子力の

安全に対する自己満足を戒めている。 

f. 原子力の安全に影響を及ぼすおそれのある問題が速やかに報告さ

れ，報告された問題が対処され，その結果が関係する要員に共有さ

れている。 

g. 安全文化に関する内部監査及び自己評価の結果を組織全体で共有

し，安全文化を改善するための基礎としている。 

h. 原子力の安全にはセキュリティが関係する場合があることを認識

して，要員が必要なコミュニケーションを取っている。 

(4) 組織は，機器等又は個別業務に係る要求事項（関係法令を含む。以

下「個別業務等要求事項」という。）への適合に影響を及ぼすプロセス

を外部委託することとしたときは，当該プロセスが管理されているよ

うにする。 

(5) 組織は，保安活動の重要度に応じて，資源の適切な配分を行う。 

 

3. 経営責任者等の責任 

社長は，原子力の安全のためのリーダーシップを発揮し，責任を持っ

て品質マネジメントシステムを確立させ，実施させるとともに，その実

効性を維持していることを，次に掲げる業務を行うことによって実証す

る。 

(1) 品質方針を定めること。 

(2) 品質目標が定められているようにすること。 

(3) 要員が，健全な安全文化を育成し，及び維持することに貢献できる
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ようにすること。 

(4) マネジメントレビューを実施すること。 

(5) 資源が利用できる体制を確保すること。 

(6) 関係法令を遵守することその他原子力の安全を確保することの重要

性を要員に周知すること。 

(7) 保安活動に関する担当業務を理解し，遂行する責任を有することを，

要員に認識させること。 

(8) すべての階層で行われる決定が，原子力の安全の確保について，そ

の優先順位及び説明する責任を考慮して確実に行われるようにするこ

と。 

 

4. 個別業務に関する計画，実施，評価及び改善 

4.1 個別業務に必要なプロセスの計画 

(1) 組織は，個別業務に必要なプロセスについて，計画を策定すると

ともに，そのプロセスを確立する。 

(2) 組織は，(1)の計画と当該個別業務以外のプロセスに係る個別業務

等要求事項との整合性（業務計画を変更する場合の整合性を含む。）

を確保する。 

(3) 組織は，個別業務に関する計画（以下「個別業務計画」という。）

の策定又は変更（プロセス及び組織の変更（累積的な影響が生じ得

るプロセス及び組織の軽微な変更を含む。）を含む。）を行うに当た

り，次に掲げる事項を明確にする。 

a. 個別業務計画の策定又は変更の目的及び当該計画の策定又は変

更により起こり得る結果 

b. 機器等又は個別業務に係る品質目標及び個別業務等要求事項 



 9-5 

c. 機器等又は個別業務に固有のプロセス，品質マネジメント文書

及び資源 

d. 使用前事業者検査等，検証，妥当性確認及び監視測定並びにこ

れらの個別業務等要求事項への適合性を判定するための基準 

e. 個別業務に必要なプロセス及び当該プロセスを実施した結果が

個別業務等要求事項に適合することを実証するために必要な記録 

(4) 組織は，策定した個別業務計画を，その個別業務の作業方法に適

したものとする。 

 

4.2 個別業務の実施 

組織は，個別業務計画に基づき，個別業務を次に掲げる事項（当該

個別業務の内容等から該当しないと認められるものを除く。）に適合す

るように実施する。 

(1) 発電用原子炉施設の保安のために必要な情報（保安のために使用

する機器等又は実施する個別業務の特性，及び当該機器等の使用又

は個別業務の実施により達成すべき結果を含む。）が利用できる体制

にあること。 

(2) 手順書等が必要な時に利用できる体制にあること。 

(3) 当該個別業務に見合う設備を使用していること。 

(4) 監視測定のための設備が利用できる体制にあり，かつ，当該設備

を使用していること。 

(5) 監視測定を実施していること。 

(6) 品質マネジメントシステム計画に基づき，プロセスの次の段階に

進むことの承認を行っていること。 
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4.3 評価及び改善 

4.3.1 監視測定，分析，評価及び改善 

組織は，監視測定，分析，評価及び改善に係るプロセス（取り組

むべき改善に関係する部門の管理者等の要員を含め，組織が当該改

善の必要性，方針，方法等について検討するプロセスを含む。）を計

画し，実施する。 

 

4.3.2 不適合の管理 

(1) 組織は，個別業務等要求事項に適合しない機器等が使用され，又

は個別業務が実施されることがないよう，当該機器等又は個別業務

を特定し，これを管理する（不適合が確認された機器等又は個別業

務が識別され，不適合がすべて管理されていることをいう。）。 

(2) 組織は，次に掲げる方法のいずれかにより，不適合を処理する。 

a. 発見された不適合を除去するための措置を講ずること。 

b. 不適合について，あらかじめ定められた手順により原子力の安

全に及ぼす影響について評価し，機器等の使用又は個別業務の実

施についての承認を行うこと。 

c. 機器等の使用又は個別業務の実施ができないようにするための

措置を講ずること。 

d. 機器等の使用又は個別業務の実施後に発見した不適合について

は，その不適合による影響又は起こり得る影響に応じて適切な措

置を講ずること。 

(3) 組織は，(2)a.の措置を講じた場合においては，個別業務等要求事

項への適合性を実証するための検証を行う。 
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4.3.3 改善 

組織は，品質マネジメントシステムの継続的な改善（品質マネジ

メントシステムの実効性を向上させるための継続的な活動をいう。）

を行うために，品質方針及び品質目標の設定，マネジメントレビュ

ー及び内部監査の結果の活用，データの分析並びに是正処置及び未

然防止処置の評価を通じて改善が必要な事項を明確にするととも

に，当該改善の実施その他の措置を講じる。 

 

5. 廃止措置に係る業務 

廃止措置期間中における品質保証活動は，廃止措置の安全の重要性に

応じた管理を実施する。廃止措置に係る工事，性能維持施設の施設管理

等の廃止措置計画に基づく活動は，品質マネジメントシステム計画の下

で実施する。 

 

 




